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＜調査報告＞
ドイツ諸州の行政上の義務履行確保運用及び
行政執行体制に関する調査研究報告（4）
西　津　政　信
下掲表 1の再修正版全体計画（2015年 3月 1日現在）に従い，2015年 3月 7
日から 26日にわたり実施した本調査研究に係る第 4次現地調査の概要は，以下
のとおりである。なお，今次の現地調査においては，行政執行体制調査の一環
として，各州都等で建築監督行政等に携わる地方公務員の養成教育を担う行政
専門大学を対象とする調査を併せて実施した。
表 1：調査実施予定都市と調査予定時期
調査時期 対象都市 1 対象都市 2 対象都市 3
2013年 8-9月 ポツダム マクデブルク
2014年 3月 ヴィースバーデン ミュンヘン （マインツ）
同年 8-9月 ハンブルク キール
2015年 3月 デュッセルドルフ * エアフルト *＋ゴータ * ベルリン /行政区 *
同年 8-9月 ハノーファー ドレスデン
2016年 3月 シュツットガルト ザールブリュッケン
同年 8-9月 シュヴェリーン ブレーメン
注 *：今回の報告に係るもの。なお，マインツ市については，先方より調査協力は困
難との返答があったため調査実施を断念した。また，今次の現地調査においては，
チューリンゲン州公行政専門大学への調査に際して，先方より好意的な調査協力申
し出のあった同州ゴータ市も，特に地方小都市における建築監督行政の実情調査と
いう観点から，追加調査対象都市とした。
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Ⅰ　デュッセルドルフ市
デュッセルドルフ市（以下，「デュ市」と略称）は，ドイツ西部に位置するノ
ルトライン・ヴェストファーレン州（以下，「ノ・ヴェ州」と略称）の州都であり，
2013年 12月 31日現在の人口は、約 60万人である。市の名称は，ライン川の右
岸のデュッセル川が合流する地点に位置するかつての漁村（「デュッセル川の
村」）に由来する。14世紀後半にベルク公国の首都に，19世紀初頭にはベルク
大公国の首都とされたのち，プロイセンの統治下に入る。現在は，ドイツ第二
の金融・株式取引の中心都市として，ライン工業地帯の多数の企業が本拠を置
くほか，多くの日本企業が拠点を設けている。
デュ市建築監督課での面談は，3月 9日（月）の午前 10時過ぎから約 2時間半
にわたり実施した。面談の担当者は，同課のラルフ・ウルリッヒ・シュリューター
氏であった。なお，ジェンダー的観点から付言すれば，今次の調査にご協力いた
だいた 3市・1行政区の下級建築監督官庁である担当課の課長（Abteilungsleiterin）
は，すべて女性であった。
デュ市建築監督課では，強制執行手段の適用実績（戒告，決定など）に関す
る厳密な統計的集計を行っていないほか，違反事案件数等について違反建築物
と違反屋外広告物の区別もしていないのが現状であり，従って以下に紹介する
各種データは，あくまで実務担当者の経験に基づく概括的なものとされている。
1．強制金及び代償強制拘留の適用状況ほか
建築法違反行為に対する是正命令において強制執行手段の戒告を行うものの
うち，およそ 90％は強制執行手段として強制金が選択されている。
デュ市建築監督執行においては，年間およそ 800～ 1,400件の建築法違反事
案が処理されているが，これらのうち，違反者が現場での口頭指導に従って違
反を是正することにより決着したものを除き，年間およそ 600～ 800件の事案
については，書面による事前の意見聴取手続としての聴聞（Anhörung）が行わ
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れている。この聴聞の実施手続のみで，年間 400～ 500件の違反事案は，違反
が是正されている。例えば，外国からの移民のように規制に関する（屋外広告
物の掲出については許可が必要といった）基本的法知識が乏しい者などを中心
に違反が自主是正されず，あるいは危険が除去されないものについて，年間 200
～ 300件の事案において，書面による強制金戒告付きの違反是正命令が発出さ
れている。このうち，年間約 100件については，違反者が是正命令に従わず，
その結果として戒告された強制金の賦課決定処分がなされている。
以上の概括的運用状況からすれば，違反是正命令の事前手続である聴聞から
強制金の賦課決定処分がなされるまでの手続段階における強制金の目的達成率
は，約 83～ 88%である。なお，強制金の強制徴収事務については会計局が所
管しており，当該データにアクセスする権限がないため，その実績件数は不明
とのことである。
無許可で掲出されている屋外広告物については，一般的に，違反者が聴聞手
続において違反の事実を示唆された段階でほとんどが自主撤去されている。建
築法上必要となる建築許可を得ずに掲出されている屋外広告物で，許可申請が
あれば許可されるものについては，実務上はこれを黙認し，強制金戒告付きの
除却命令を発出することはないが，監督手続上（例えば，写真撮影などの）行
政経費を要しているので，合法的な屋外広告物に比較して 3倍の許可手数料を
徴収しているとのことである。
違反者が聴聞手続によっても違反を是正しない年間約 50件の許可しえない
違反屋外広告物事案においては，当該屋外広告物について強制金戒告付きの除
却命令が発出されている。この除却命令に従わない年間約 20件の違反屋外広告
物事案については，戒告された強制金の賦課決定がなされ，特殊な事例では再
戒告及び賦課決定を反復せざるを得ないこともある。
デュ市建築監督執行においては，代償強制拘留の適用実績はない。
強制金の戒告額の算定基準は，デュ市建築監督課においても設けられていな
い。強制金の戒告においても，裁量権の行使は比例原則によって統制される。
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なお，シュリューター氏個人の実務者的見解として，違反者及び違反行為の内
容は千差万別であり，強制金の戒告額の設定について，一律の算定基準で裁量
を拘束することについては賛成できないとしている（1）。また，ノ・ヴェ州行政
執行法 60条 1項に基づき建築法上の違法行為による経済的収益額が強制金の戒
告額の算定についても考慮されているかについては，例えば，屋外広告物の広
告利益などの算定は困難な場合が多く，強制金の戒告額については，秩序違反
法において違法な経済的収益額を超えるものとされている過料とは算定の考え
方が異なり，主に違反行為の内容，義務者の資力等を踏まえて事例ごとに設定
しているとのことである。
なお，デュ市においても，賭けオフィス（Wettbüro）の使用禁止命令に義務
者がなかなか従わず、強制執行手続を引き延ばす事例があるとされている（2）。
強制金による違反是正に比較的長い期間を要した事例として，違法屋外広告
物に係る強制金戒告付き撤去命令の仮訳を，本稿末尾の参考資料１に掲げる。
なお，当該事案に係る違反屋外広告物については，訴訟も提起されたのち最終
的に義務者自身が撤去して決着している。
2．代執行の適用状況ほか
デュ市では，代執行は，基本的に生命や健康に対する具体的な危険が認めら
れる場合においてのみ適用され，戒告や決定がなされており，最近 20年間に 3
～ 4件程度の僅少な適用実績にとどまっている。また，代執行が発動される場
合でも，しばしば州行政執行法 55条 2項により，行政行為たる是正命令なしに
代執行が執行される即時執行（Sofortiger Vollzug）が行われている（例えば，崩
落の危険のあるファサードなど）。また，違法屋外広告物の除却は，基本的に強
制金のみによって強制されている。
（1） Gädtke usw.（2011）§ 61 Rdnr.91も，過料カタログに対応する「強制金カタログ」
の設定は，「型にはまった裁量権行使」を導くおそれがあるとして，不適当としている。
（2） キール市における類似の「賭けオフィス」の使用禁止に関する事案につき，西津
（2015）263～ 274頁参照．
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代執行の適用実績が極めて少ない理由としては，義務者の資力不足などによ
り代執行費用の徴収が困難な場合が多く，当該費用が市の持ち出しとなるリス
クがあることに加え，強制金と比較しても一連の執行手続に多くの時間や手間
を要すること，事後の手続違反などを理由とする訴訟提起リスクなどがその背
景にあるとしている。
また，州行政執行法 59条 2項により，代執行費用の事前徴収が定められてい
るが，これも上掲のような義務者の一般的資力不足などから，この制度が適用
されることは少ない。
代執行が実施された場合においては，約 80％の事例について，費用の強制徴
収が実施されている。その場合，支払猶予制度（Stundung）は適用されていない。
シュリューター氏が了知している範囲では，代執行関連の法的救済争訟の提起と
しては，費用決定に対して 1件のみ訴訟が提起されているが，この件は未だ訴訟係
属中で行政裁判所の決定はなされていないとのことである。
3．直接強制としての封印措置の適用状況ほか
ノ・ヴェ州建築法は，他の多くの州の建築法と異なり，特別の直接強制制度
としての封印措置（Versiegelung）に関する規定を設けていない。このため，州
建築法 61条 1項 2段に規定されている使用禁止命令や建築工事中止命令の最終
的な強制執行は，州行政執行法上の直接強制として封印措置を講ずることがで
きると解されている（3）。このため，ノ・ヴェ州法上は，他州と異なり，州行政執
行法の定める直接強制の手続規定がすべて適用され，原則として，是正命令の
事前手続としての聴聞，是正命令，強制執行手段の事前手続としての戒告及び
強制手段の決定を経て，封印措置が実施されることとなる。ただし，危険性・
緊急性が高い違反事案について，例外的に即時執行（Sofortiger Vollzug）によって，
上掲の手続過程を省いて直ちに封印措置を実施することも可能である。この点
（3） Erlenkämpe/ Rhein（2011）§57 VwVG NRW Rdnr. 15, Oberverwaltungsgericht NRW, 
Beschluß vom 30.12.1971－ X B 506/71, Baurechtssammlung 24 Nr. 204.
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は，州建築法上封印や建設機械等の差押えの規定を設けている他州では，これ
らの強制執行手段が州法上の特別のものであり，かつこれについて戒告などの
手続規定が定められていないことから，建築法上の封印措置については州行政
執行法上の戒告手続を要しないと解されていることとの対比上，実務運用実態
はともかく，法解釈上の事前手続過程についての大きな差異を生じている（4）。
直接強制としての封印措置は，州行政執行法 62条により他の強制執行手段が，
危険切迫の緊急性などのために考慮に値しない場合，奏功しない場合ないし目
的を達しえない場合における最終的かつ補充的な適用に限定されている。この
ため，直接強制としての封印措置の適用実績は，無許可の違反建築などを中心に，
強制執行を必要とする違反事案の約 5%程度，年間で 10～ 20件程度にとどまっ
ている。また，犯罪事実の立証上の困難性などもあり，封印破棄罪（Siegelbruch）
の有罪判決が下された例も極めて少なく，過去 29年間で 2件の比較的定額の罰
金判決にとどまっている。
封印措置に対する訴訟は，近年まったく提起されていない。
違法屋外広告物に関する封印措置の戒告ないし決定の適用実績もない。既に
掲出された違法屋外広告物に対する封印措置は，建築物の使用禁止の場合とは
異なり，違反者が当該屋外広告物を直ちに撤去しなくてもよいことになるので
行政目的の達成につながらないと考えられている。また，ビルボードなどの大
規模な違法屋外広告物についても，その設置には数時間程度を要するのみであ
ることから，監視担当職員が巡視中にたまたま違法な設置工事を発見するとい
うような例外的な場合でなければ，その設置工事を中止させるための現場での
適用は困難であるとのことである。
また，州建築法の注釈書（5）によれば，封印措置の執行において留意すべきこ
とは，義務者が封印措置を潜脱することができないようにすることであり，義
（4） Rasch（1989）S.2. 他州法の規定ぶりと実務運用実態につき，西津（2014a）184-185
頁及び 191頁，同（2014b）46-47頁及び 55-56頁，同（2015）225-226頁及び 232-233
頁参照。
（5） Gädtke usw.（2011）§61 Rdnr. 95a.
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務者が禁じられた行為を思いとどまらざるをえないようなかたちで行うことに
あることから，工事現場や建築施設への立ち入りがなされた場合に，その事実
が明らかに認定できるように施すべきものとされている。
なお，参考までに，デュ市建築監督課で使用されている封印書（見本）を，
本稿末尾の参考資料 2に掲げる。
4．強制明渡の適用状況
ノ・ヴェ州行政執行法は，第 62a条で強制執行手段の一種として，強制明渡
（Zwangsräumung）を規定しており，他州の行政執行法においても同様の規定が
設けられている。本制度について想定される適用例としては，建築物内に違法
に収容されている危険物を搬出するような場合がありうるが，実務上は，建築
物の使用禁止のみならず必要な場合には居住者の退去や動産の搬出を強制金で
強制することが可能であることから，その適用例は極めて少なく，シュリュー
ター氏自身も実務上これを適用した経験はないとしている。
5．建築法上の秩序違反行為に対する過料の適用状況ほか
建築法違反事案については，年間で 150～ 250件の聴聞が行われ，そのうち
半数は，違法に掲出された屋外広告物に関するものである。このうち，年間で
10～ 20件の過料決定がなされ，同様にそのうち半数は，無許可掲出の屋外広告
物に関するものである。
過料決定に先だっては，事後的訴訟の提起を可及的に回避するため，違反者
と適切な折衝を行って相手方が受け入れ可能な相当額を設定するように努めて
いるとしている。これは，一旦訴訟になれば，そもそも市の過料決定が取り消
されたり，過料額が減額されたりすることが少なくないほか，賦課が認められ
ても当該過料は区裁判所による徴収となり，市には過料収入が入らないことと
なることもその背景にある。ただし，市側にも個別事案ごとに譲れない過料額
の最低限度はあり，どうしても相手方と折り合いがつかない場合は，訴訟も覚
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悟して過料決定をすることになる。以上のような過料額の設定運用により，最
近では若干の異議申立ての提起はあるものの，区裁判所に訴訟が提起されるこ
とは極めて少なくなっている。シュリューター氏は，上掲のような過料賦課の
運用は，区裁判所にとっても過料訴訟事案の削減により負担の軽減となってい
る面もあると述べている。
また，前出の賭けオフィスや違反屋外広告物の事案のように，相手方が違反
是正命令になかなか従わずに違反行為を引き延ばし，強制金の賦課決定額が積
み上がるも，最終的な強制金の強制徴収の直前に至って是正命令に従い，強制
金の手続中止によりその強制徴収を免れるような悪質な違反者に対し，過料に
よりその間の違法取得利益を剥奪するような運用がなされているかについては，
違法取得利益としての経済的収益額の算定が必ずしも容易ではないという執行
実務上の課題はあるも，シュリューター氏自身は，過料によってその剥奪を追
求すべきと考えるとしている。
ところで，このような法制度の連携的な運用は，デュ市のように，下級建築
監督官庁が強制金と過料の双方の適用事務を行っている場合において行いやす
いものと考えられるが，建築監督課の配属人員も限られていることから，組織
体制が充実しており，かつ実務経験も豊富な秩序局（Ordnungsamt）に，建築法
に係る秩序違反行為の取り締まりも委ねてはどうかという考え方もあり，建築
監督課で引き続き建築法違反に係る過料事務も担当することについては，なお
議論があるとのことである。
6．建築監督執行に係る行政組織及び公務員養成実務実習の概要
建築工事現場の監視業務は，建築秩序局の技術部局の職員によって行われて
いる。当該職員は，建築士及び建築技士の職員，建築職人の養成教育を受けた
検査官と協働して監視業務に従事している。違反事案について危険性が確認さ
れれば，所要の手続をとるために，建築法関係の専門部局に伝達され，3名の行
政職職員により，事前の聴聞手続や違反是正命令の発出が行われる。各行政職
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職員は，公行政専門大学を卒業し，以前は Diplomverwaltungswirt，現在では
Bachelorの学位を得ている。
屋外広告物の建築申請の処理及び現地監視業務については，目下のところ 2
名の職員がフルタイムで専従している。
建築法違反に対する強制執行を含む法手続は，3名の建築法専門の職員が担
当している。建築監督局の処分に対して訴訟が提起された場合は，市の法務部
が関与し，行政裁判所における訴訟手続は，法務部の法律専門職員（Volljurist）（6）
が担当する。強制金の強制徴収事務は，市会計局の職員が担当している。
なお，建築監督課の組織図を，本稿末尾の参考資料 3に掲げる。
ところで，強制執行や過料に係る事務に携わる行政職公務員の養成教育（Aus-
bildung）は，後述のとおり，州立の公行政専門大学において，建築監督実務に
関連する建築法，行政執行法，秩序違反法などを含む広範な法律科目に係る座
学教育と行政機関における実務実習が 3年間にわたってそれぞれ概ね 1/2の割
合で交互に行われる。特に後者については，5～ 6程度の自治体内部部局で実務
実習を受けることになる。シュリューター氏自身もこの課程を修了しているが，
建築監督課に配属されるまでは同課の事務に「特化した」養成教育を受けてい
る訳ではない。調査実施時点で，デュ市建築監督課に 2名の女性の養成教育受
講者がそれぞれ養成監督者付きで 3ヶ月間の実務実習のために配属されている
が，建築法などに係る専門的な実務知識を与えたのち，現場での監督業務を体
験させている。加えて，公文書作成用のブログラムやマニュアルを活用して，
具体的な聴聞，命令，戒告，決定などの行政文書作成の実習をさせ，必要に応
じて養成監督者が指導を行う。最終的には，公行政専門大学の Bachelorの試験
（6） 大学法学部で 4年間の法学教育を受け，州が実施する必修科目試験及び各大学が実
施する重点領域科目試験（それぞれ 70％，30％の配点）により構成される第 1次司法
試験に合格したのち，州が実施する 2年間の実務実習（3ヵ月の養成講習課程（授業）
と民事 4ヵ月，刑事 4ヵ月，行政 4ヵ月，弁護士事務所 9ヵ月、選択修習 3ヵ月によ
り構成）を経たのち，州が実施する第 2次司法試験に合格した者。第 2次司法試験の
最終的合格率は，大学法学部入学者の 5割程度とされ，このうち成績優秀者のみが，
裁判官，検察官及び行政官吏に任命されるのは，全体の 2割に満たないとされている（藤
田（2012））。
－ 260－
のほかに，各配属部局でも，例えば，具体的な想定事例について，どのように
対処すべきかを問うような口頭や筆記の試験を実施している。ただし，各配属
部局での試験で不合格となる例はほとんどないとのことである。
この課程を修了して Bachelorの資格を得た後，建築監督課に配属された職員
には，それぞれメンターが 6ヶ月間程度ついてその指導を受けながら実務を担
当していくことになる。昨年は，退職者の補充も見込んで，デュ市全体で 60人
程度の行政職公務員の実務実習を引き受けている。なお，建築等の技術職につ
いては，これよりも大幅に少なく，年に 4～ 5人程度である。技術系公務員に
ついては，空席公募により，民間から専門家を採用することもある。シュリュー
ター氏自身も，建築監督課に勤務して 30年以上の実務経験を重ねているが，法
的知識を活用していかに現実の事案を処理していくかが日々問われる，やり甲
斐のある仕事と考えていると述べている。
州行政執行法や秩序違反法などに関する部内の職員研修（Fortbildung）は，
公行政専門大学における公務員養成教育で，関連する実務実修も含めて行われ
ているので，必要性がなく行われていない。ただし，自学を補完するため，関
係する重要な法律改正などについてのセミナーも市や単科大学などで開催され
ており，それに参加することも可能である。
　
Ⅱ　ノ・ヴェ州公行政専門大学
（Fachhochschule für öffentliche Verwaltung NRW）
本大学は，州内 7カ所に校舎を有しているが，本部はゲルゼンキルヒェン市
にあり，今回の調査では，3月 13日（金）午前 10時から約 2時間にわたり，同
本部でヒアリングを行った。先方の主な出席者は，次のとおりであった。
・同大学副学長　イリス・ヴィースナー博士
・同大学教授　マッティアス・アインマール博士
・同上　　　　ライナー・ティルマンス博士（一般行政法及び建築法担当）
・同上　　　　トルステン・アテンドルン博士
ドイツ諸州の行政上の義務履行確保運用及び行政執行体制に関する調査研究報告（4）
－ 261－
1．本大学の概要
本大学は，市町村又はノ・ヴェ州の官吏となるべく志願し，選抜され，「官吏
準備候補生（：仮訳）」（Inspektoranwärter）として採用された者が，撤回権を留
保された公務員関係において，3年間の養成教育を受ける教育機関である。この
官吏準備候補生たる本大学学生には，学費は無償とされることに加えて月額
1,000ユーロ程度の官吏準備候補生給与が支給され，その養成教育受講期間の生
活費を賄うこととなる。後述の官吏養成課程を修了した後は，当該志望先の行
政官庁の財政状況によって決まる採用枠ないし当該課程の成績によって当該官
庁において任用され，又は志望先以外の他の官庁に任用されることとなる。
多くの学生は自宅などから本学に通学している。例えば，デュッセルドルフ
市などの地方公共団体の下級建築監督官庁の行政職官吏については，後掲の行
政職官吏養成に係る Bachelor課程の修了後に退職者補充としての人事手続を経
て，正式に職員として任用される。また，本学は，州内務省などの公的資金に
より運営費が支出されている。
以下では，本調査研究の対象機関である下級建築監督官庁において執行実務の中
核を担っている行政職官吏の養成教育課程であるBachelor課程について紹介する。
2．カリキュラム
本学の 3年間にわたる行政職官吏養成のための Bachelor課程のスケジュール
は，本稿末尾に掲げる参考資料 4のとおりであり，「S」と表示されているもの
が専門的な科目講義に係るもので，「P」が地方公共団体等における実務実習に
係るものである。すなわち，専門的な科目講義と実務実習が，ほぼ交互にスケ
ジューリングされている。S1・S2は一般行政法に係る科目ほかを履修し，行政
手続法，州行政執行法（連邦行政執行法は含まない。），連邦秩序違反法及び州
建築法は 2年次の S3の課程に，また州建築法は特別行政法として，S4の課程
に位置づけられている。現状では，S3の課程はかなり負担が大きいので，この
うち 2科目は S4に移す方向で検討されている。
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3．科目内容・講義・試験
具体的には，Modulと呼ばれている各専門科目のうち，州行政執行法に関す
るModul 5.1.1は，45分の講義が 24コマ及び同じ時間の自習 19コマによる 43
コマで構成されている。このほかに，5.1.2の警察・秩序法（合計 62コマ），5.1.3
の秩序違反法（同 62コマ）及び 5.1.4の行政裁判所による行政救済法（同 43コマ）
を継続して履修する。なお，これらの科目も，Bachelor課程履修科目全体のう
ちの重要ではあるが，ごく一部に過ぎないことにも留意すべきである。
本学においては，一般の大学法学部で履修する法律科目よりも，より実務に
重点を置いた密度の高い内容を履修することとなると思われる。各Modulの受
講者は平均して 30人程度であり，通常の講義のほか，ケースメソッドを相当程
度取り入れた双方向的な方式で行われることが特色となっている。Modul 5.1に
含まれる 4つの科目に係る総合的な修了試験（4時間の筆記試験）に合格するこ
とにより，Modul 5.1 の Credit Point（単位：以下，「ポイント」と略称）が得ら
れることになる。
各Modulには共通の複合的な論点を内包する事例論述問題に係る筆記試験（大
学で採用されている方式を採用したもの）が設定されており，試験問題は本部 2
～ 3人のメンバーで構成される専門委員会で作成され，担当教員の最終チェッ
クを経て確定される。修了試験では，例えば，関係法令集を参照しながら過料
決定書（Bußgeldbescheid）などの行政文書を作成させ，あるいは裁判所の立場
から係争事案を法的に分析する「法的評価書」を作成させるような実務的応用
力を試す問題も出題される。
4．教員の属性
本学の教員は，最低 5年間の実務経験を有することが共通要件となっており，
大学で法律学の博士号を取得している者は教授として，また必ずしも博士号を
もたなくとも専門的な能力を有する者は講師として教鞭をとっている。
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5．講義テキストなど
各Modulについて，シラバスにおいて文献リストが提示されており，担当教
員がその中からテキストを指定し，あるいは講師が独自に作成した教材（講師
によっては，OHCやパワーポイントも活用）を用いることもある。シラバス記
載の文献は，すべて 7カ所の本学校舎図書室に所蔵されており，学生の利用に
供されているとのことである。ちなみに，「行政執行」のシラバス記載のテキス
ト用文献の一つとして Hofman/ Gerke（2010）〔586頁〕が，また，「秩序違反法」
シラバス上では，Rosenkötter/ Louis（2011）〔379頁〕などが掲げられている。
6．学位と修了要件
最終的に Bachelorの資格を取得するために，2010年までは最終修了試験が課
されていたが，現在では，3年間で 20のModulを修了し（再試験あり），さら
に 6～ 7週間をかけて（病気による執筆期間の延長及び一度限りでの再提出は
可なるも，該当例は少ない。）40頁程度の法律論文を提出して 10ポイントを得て，
合計 180ポイントを取得すれば修了でき，その後の任用手続を経て各地方公共
団体などに着任することとなる。さらに，2年間の課程でこれに追加して 120ポ
イントを取得すれば（合計 300ポイント），Masterの学位を得ることができる。
これは，ボローニャ・プロセスと呼ばれるヨーロッパ共通の高等教育システム
に準拠したものである。現在，同校では 7つの校舎で併せて約 7,500名が
Bachelorの課程に，約 30名がMasterの課程に在籍している。さらにMasterの
資格を取得することにより，将来的により高位の役職へのキャリアの実現につ
ながる。
7．筆者私見
以上のとおり，ノ・ヴェ州公行政専門大学では，実務への応用に主眼を置いた，
非常に充実した法執行公務員養成教育が実施されており，わが国の行政職地方
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公務員の新採用者研修のあり方（7）と比較すればその教育内容には歴然たる格差
があると認めざるを得ない。ドイツでは，このような地方公務員養成教育によっ
て，実質的法治国家（materieller Rechtsstaat）を支える人的基盤が長年にわたり
継続的に形成されていると評価できる。既往の本調査において確認されている，
下級建築監督官庁による州行政執行法，州建築法，連邦秩序違反法などの運用
実績もこのような法執行公務員の人的基盤を前提とするものであり，わが国に
ドイツの制度をモデルとした新たな行政上の義務履行確保制度を（再）導入す
るに際しては，その適正な運用を確保するための人材養成システムをどのよう
に拡充していくべきかが，法制度運用の実質的な成否を左右する極めて重要な
公共政策課題とならざるを得ないと思われる。
Ⅲ　チューリンゲン州エアフルト市
エアフルト市（以下，「エ市」と略称）は，旧東独地域のチューリンゲン州（以
下，「チュ州」と略称）の州都であり（1990年～），2014年 12月末現在の人口は，
約 21万人である。エアフルトは，ライン川とロシアを結ぶ通商路（「王の道」）沿
いの地の利を生かし，中世にはドイツ有数の商業都市として栄え，15世紀にはハ
ンザ同盟に参加し，当時は北ドイツの重要な港と中央ヨーロッパを結ぶ結節点で
あった。また，エ市は，マルティン・ルターがエアフルト大学で哲学を学び，修
道者を志した都市であるほか，著名な社会学・経済学者であるマックス・ヴェー
バーの生誕地でもある。
エ市建築局建築監督課での面談は，2015年 3月 17日（火）の午後 2時から
（7） 例えば，愛知県の新規採用職員研修は，初年次の前期研修では，4月（4日間）に県
職員としての立場と役割を認識し，入庁初期に必要な基本的かつ基礎的な知識を修得
し，中期研修では，7月～ 8月（3日間）に職場における実務経験を踏まえ，職務遂行
に当面必要な基礎的知識・技術等を修得し，後期研修では，10月～ 11月（3日間）に
職場における実務経験を踏まえ，職務遂行に必要な基礎的知識・技術等を修得し，防
災基礎研修として，10月頃（1日間）にあいち防災協働社会推進協議会主催の防災・
減災カレッジ（防災基礎研修）を受講するとされている。：http://www.pref.aichi.jp/jinji/
syokuin/treatment/kenshu.html（2015.06.25アクセス）
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約 3時間半実施し，面談担当者は，建設局建築監督課長のエルケ・イェンシュ
氏及び行政法専門分野長のイェルク・フォン・エーレンシュタイン氏であった。
1．強制金ほかの適用状況
エ市における州建築法違反事案に係る強制金の 2011～ 2014年の適用実績は，
次表１のとおりである。
表 1　エ市建築監督課の強制金の適用実績
2011年 2012年 2013年 2014年
強制金の戒告がなされた件数 180件 172件 115件 104件
強制金の賦課決定がなされた件数 23件 15件 11件 21件
強制金の賦課決定の後，強制金の支払又は
強制徴収の前に義務履行がなされた件数 9件 5件 6件 8件
強制金の支払又は強制徴収がなされた件数 14件 10件 5件 13件
以上のとおり，全体的として戒告実施件数は漸減傾向にあるが，各年の強制
金賦課決定までの手続段階での目的達成率（義務履行により手続中止となった
事案の全戒告事案に対する割合）は，2011年が約 87％，2102年が約 91％，
2013年が約 90％，2014年が約 80％であり，また，強制金の支払又は強制徴収
までの目的達成率（同上）は，2011年が約 92％，2012年が約 94％，2013年が
約 96％，2014年が約 88％となっている。
建築法違反事案の是正については，強制金は，賦課決定までの段階で最近 4
年間の平均 88％，支払又は強制徴収までの段階で同じく平均 93％と，非常に高
い目的達成率を挙げていることが確認できる。
強制金の戒告額の算定基準は，エ市においても設けられておらず，また，過
料カタログも制度の目的を異にするものであることから，強制金戒告額の算定
においては実務上参照されることはない。また，戒告額の設定においても，建
築法違反行為による違法取得利益は評価自体が実務上困難であるため，義務者
の資力の程度が重視されているほか，代替措置としての代執行費用の見積額が
戒告額の上限とされており，違法取得利益額がこれを超えても代執行費用見積
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額を超えることはできないとされている。しかしながら，類似の違反事案相互
間で強制金の戒告額に不合理な差異が生じないよう，実務運用上の「暗黙の相場」
といったものは確かに存在しているとしており，これは他の調査対象都市にお
いても同様であると思われる。
強制金を補完する代償強制拘留（Ersatzzwangshaft）については，エ市建築監
督課では適用実績がない。その理由としては，①行政裁判所の決定が必要であ
るが，そのハードルが高いこと，②行政サイドの手続コストの負担が少なくな
いこと，③最大 14日間の拘留にとどまるため威嚇力としても限定的であり，違
反是正の実効性に乏しいこと，④建築物の危険性除去のためには迂遠であるこ
となどが挙げられている。
2．代執行の適用状況
エ市建築監督課の執行に係る 2011～ 2014年の代執行（Ersatzvornahme）の適
用状況は，次表 2のとおりである。
表 2　エ市建築監督課の最近の代執行の適用実績
2011年 2012年 2013年 2014年
代執行の戒告がなされた件数 2件 10件 2件 1件
代執行の実施及び費用徴収がなされた件数 1件 6件 1件 1件
代執行費用の事前徴収については，チュ州行政送達・行政執行法 50条 2項及
び 3項により明文で認められているが，エ市建築監督課では近年その適用実績
はない。その理由としては，その手続にはかなりの時間を要し，当該事前徴収
手続を実施している間執行を保留する余裕のないものが多いからとしている。
この点，行政執行法上の明文規定により，代執行費用の事前徴収を認めている
他の多数の州（8）の州都と同様に，エ市建築監督課でも実務上当該制度を活用し
（8） ブレーメン州は代執行費用については事後徴収のみ認め，ザールラント州は，連邦
行政執行法と同様に代執行費用の事前徴収に関する明文規定を設けていないが，他の
諸州はこれについての明文の規定を設けている。各州法の根拠規範の概要につき，西
津（2012）64-66頁参照。
ドイツ諸州の行政上の義務履行確保運用及び行政執行体制に関する調査研究報告（4）
－ 267－
ていないのに対し，後述のベルリン州（市）トレプトウ・ケーペニック行政区
においては，強制金の上限額規定を除いて（代執行費用の事前徴収に関する明
文規定を欠く）連邦の行政執行法を適用しているが，代執行費用の事前徴収を
積極的に実施しているという対照的な実務運用状況となっている（Ⅵ 3．参照）。
代執行に対する法的救済としては，2011年に 1件の異議申立て，2012年に 3
件の異議申立て及び 1件の取消訴訟（異議申立てを経たもの），2013年に 1件の
取消訴訟（異議申立を経て），2014年に 1件の異議申立てが提起されている。
なお，即時執行（Sofortiger Vollzug）により代執行が実施された件数は，最近
4～ 5年で 2件程度とのことである。この点，緊急性の高い事案は，市民からの
通報によって消防部局が緊急対応を行うことにより，事案が建築監督官庁に至
る以前に処理されているものも多い模様である。
3．封印措置等の適用実績
エ市建築監督課の執行に係る封印措置（Versiegelung）の適用実績は，2012～
2014年の各年についてそれぞれ 1件であった。また，これらの封印措置の実施
においては，刑法典の封印破棄罪が適用されたケースはなかったとしている。
なお，違法な大型屋外広告物の設置工事を中止させるための封印措置は，法
的には想定されうるが，実務的にそのような措置を実施した例はないとしてい
る。
なお，エアフルト市で用いられている封印書の様式を，本稿末尾の参考資料
5に掲げる。
封印措置に係る戒告（Androhung）の要否について，チュ州建築法の注釈書は，
理由を明示することなく，「事前の戒告の後」封印措置等を実施するものとする
としている（9）。しかしながら，エ市建築監督課の執行担当者は，封印措置等は州
建築法上の特別の強制執行手段であり，同法上戒告などの事前手続に関する定
（9） Meißner（2004）S.212.
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めがなければ，聴聞，戒告及び決定はいずれも不要であるという解釈（同旨の
連邦行政裁判所の判例あり）をとり，実務上も，戒告等を経ずに直接に封印措
置を実施しているとしている。この点は，後述（Ⅳ 4．）のとおり，同じチュ州
に属するゴータ市の建築監督課とは，封印措置に係る戒告の要否について，解
釈及び運用を全く異にしている点が注目される。
チュ州建築法 78条 2項に規定される建築現場の建設機械等の差押え（Inge-
wahrsahmsnahme）については，①対象物の差押えに費用がかかること，②それ
らの保管場所を確保する必要があること，③建設業者の所有権の侵害や営業妨
害となりうることなどから，適用実績は皆無に近いとのことである。
4．過料の適用実績
エ市建築監督課の執行に係る過料の 2011～ 2014年の適用実績は，次表 3の
とおりである。
表 3　エ市建築監督課の過料等の適用実績
2011年 2012年 2013年 2014年
警告金（Verwarnungsgeld）の適用件数 19件 12件 11件 29件
過料決定（Bußgeldbescheid）の件数 12件 11件 10件 14件
上掲の警告金（Verwarnungsgeld）は，連邦秩序違反法 56条 1項（条文：西津
（2006）253，262頁）に基づいて，軽微な秩序違反行為の初犯行為者に対して 5
～ 35ユーロの範囲内で科される行政制裁金である。
エ市建築監督課においては，過料額の算定においては，過料カタログを基準
に違反者の支払能力ないし資産状況，家族構成，違反期間などを参酌して所要
の調整は行うが，区裁判所による事後的司法審査を回避するために違反者との
間で過料額の交渉を行うことは，法的公平の観点などから基本的にはないとし
ている。なお，過料が，区裁判所の訴訟手続となった場合は同裁判所の収入と
なり，訴訟に至らなければ市の収入となるのは，チュ州においても同様である
としている。
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いわゆる「強制金と過料の連携的運用」については，①厳密な違法取得利益
の算定が容易でないこと，②両制度の基本的目的が異なることから，あまり意
識的には行われていないが，意図的に違法状態を長引かせるような悪質な違反
者に対しては，早い段階で命令に従った違反者に比較して高額の過料額による
過料決定を下すような運用はなされている。
5．建築監督執行体制ほか
エ市域を 3つの区域に区分して，建築監督官（Baukontrolleur）が各区域を担
当し，現場で建築施設の監督業務を行っている。この建築監督官には，建築士
または建築技師の専門養成教育が必要とされている。これらの技術系職員と協
働するかたちで，上級職の官吏又は公行政専門大学の養成教育を修了した行政
職官吏が，行政法専門班として，現在は公務職員（Tarifbeschäftigte）であり班長
であるエーレンシュタイン氏のほかに総計 7名の官吏（Beamte）ないし公務職
員のグループで，法的執行業務に当たっているが，行政組織の整理・縮小や定
数削減を経て現在の体制となっているところ，違反事案の総数との関係では必
ずしも十分な人員配置とはいえないとしている。
法的に複雑な事案については，市の法務部の法律専門職職員と連携して処理
方針を決定することもあり，また，例えば，運送会社の巨大な物流センターの
建設事案など，大型の訴訟事案については，敗訴を回避するために外部の弁護
士などの支援を受けることもある。
州公行政専門大学の実務実習については，建築監督課において公務員法及び
一般行政法の二つのコースで実習生を半年に 4～ 5人，年間 10人（エ市全体で
は 40～ 60人）程度受け入れており，エーレンシュタイン氏が実務実習監督官
を務めている。実習生には対外的な業務は任せないが，要処理事案を割り当て
て公文書作成などを行わせ監督官がチェックするかたちで，最低一度は事案の
初期段階から最終段階までの実務処理経験を得させている。
部内職員の研修については，市の財政状況が厳しいため，継続的な実施は困
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難であり，限定的かつ散発的な実施にとどまっている。新たに生じる実務上の
問題に対しては，出来る限り焦点を絞って個別の専門的研修に参加するかたち
で対応している。
Ⅳ　チューリンゲン州ゴータ市
ゴータ市（以下，「ゴ市」と略称）は，チューリンゲン州（以下，「チュ州と
略称」）都エアフルト市の西約 20km，チューリンゲンの森の北に位置する小都
市であり，2013年 12月 31日現在の人口は，約 4.4万人である。
ゴ市の歴史は，カール大帝の 775年の古文書において「ヴィラ・ゴタハ」と
言及された時代に遡るとされる。1640年にザクセン・ゴータ公国の首都となり，
1826年以降はコーブルクとともに，ザクセン・コーブルク・ゴータ公国の首都
として繁栄した。ゴータ公は，18世紀フランス啓蒙思想に共鳴してフランス百
科全書派の哲学者ヴォルテールを招き，全 71巻のヴォルテール全集が同市で出
版されるなど，ドイツにおける啓蒙主義の重要な中心地となった。市中心部に
あるゴータ公の居城建物は，現在では博物館及び研究図書館として活用されて
いる。1875年には現在のドイツ社会民主党の前身であるドイツ社会主義労働者
党がゴータにおいて結党され，ゴータ綱領が採択された。これについて，カール・
マルクスが有名な『ゴータ綱領批判』を著している。
今回ゴ市建築監督部局を現地調査の対象としたのは，同市に所在するチュー
リンゲン州公行政専門大学の往訪調査の事前調整に伴い，同大学学長のロベル
ト・クリューゼナー博士からのご紹介により，ゴ市長（Oberbürgermeister）のク
ヌート・クロイヒ氏から本件調査に対する協力の申し出をいただいたことによ
り実現したものである。これにより，州都以外のドイツの小都市における本件
調査実施の貴重な機会が与えられたことに感謝したい。
2015年 3月 19日（木）の午後 2時より約 3時間半にわたり，ゴ市建築秩序
課において面談調査を実施した。先方の担当者は，次の両氏であった。
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・建築秩序課長　カトリン・フィッシャー氏
・建築行政・郡開発課長　ピア・フロイッツハイム氏
1．建築法違反事案に係る手続件数
ゴ市においては，2011～ 2013年の 3年間において，総計 264件の建築法違
反事案について，その是正に向けた行政手続がとられている。
このうち，224件については，行政行為としての違反是正命令の事前手続と
しての聴聞（Anhörung）を実施した後に，相手方が違反状態を自主的に是正す
ることにより，命令発出に至らずに，行政目的を達して手続が中止されている。
すなわち，事前の意見聴取手続の実施による目的達成率は，約 85％となっている。
この点につき，フィッシャー課長は，多くの違反者には，法規制に対する認識
不足が認められ，違反者に対する啓蒙や今後の行政処分等の展開が示唆される
ことのみで，違反是正に向けた違反者の自主的是正対応が喚起される場合が多
いとしている。特に，違反者ないし違反行為の態様によっては，聴聞告知書に
おいて強制執行手段の適用や秩序違反行為に対する過料制裁を示唆することに
より可及的早期の違反是正に向けた実効的な威嚇を行う例もある。
フィッシャー課長は，この多数の聴聞手続の実施にも相当の労力を要しており，
それが違反是正に果たす役割は大きいと評価している。すなわち，ゴ市建築秩序課
では，是正命令などの行政処分の事前手続としての聴聞が，建築法違反是正のた
めの第一段階としての重要な法的手続と認識されている。
2．強制金の適用実績ほか
2011～ 2013年の 3年間において，14件（年平均約 5件）の事案について，
事前の聴聞手続を経て強制金戒告付きの是正命令がなされている。このうち，
強制金の賦課決定がなされたのは，3件のみである。すなわち，賦課決定前の目
的達成率は，約 79％である。さらに，すべての事案について，義務者は強制金
の強制徴収前には是正命令に従って義務を履行しており，その結果として強制
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金が実際に任意に支払われ又は強制徴収された事例はないとのことで，強制徴
収前の目的達成率は 100％となっている。
違法な建築行為あるいは建築物の違法な使用については，通常，処分対象者と
しての建築主が存在するので，強制金が適用される。実際に強制金の賦課決定が
迫ってくると，建築主は強制金徴収による直接的な経済的損失が生ずることを見越
して，建築監督官庁の命令に従うことになる。強制金は反復して適用することがで
き，建築主は引き続き命令に従わざるを得ないので，すべての義務者は少なくとも
強制金の適用を回避するために，命令に従って義務を履行する意思決定をすること
になると説明されている。
強制金戒告額の算定基準は，ゴ市においても設けられていない。戒告される
強制金の額は，羈束裁量により，個別の事案ごとに，具体的な違反事実関係を
踏まえて決定される。その場合には，特に違反行為により得られる経済的利益
が考慮される（例えば、建築法違反の賃貸住宅で家賃が 1,000ユーロの場合に，
100ユーロの強制金戒告を行うのは実効的ではなく，家主に対して 10,000ユー
ロの強制金を戒告するなど。）。この違法取得利益の観点からの強制金戒告額の
設定の内訳については，戒告の相手方に対して戒告書中に提示される。しかし
ながら，強制金戒告額の算定においても，実務上過料カタログが参照されるこ
とはない。実務上は，違反行為に対する強制金の戒告額は，当該行為に対する
過料額を相当程度上回る額で設定されることが多い。
強制金の適用において難航した事案としては，例えば，極右的思想傾向から，
行政庁のいかなる命令にも応じないことを信条とする義務者の事案や，違法占
用で屋外の売り場を撤去せざるを得なかった商店主が，売上高や利益の減少を
おそれて，なかなか是正命令に従わなかったが，最終的に自ら隣接する土地を
取得して命令に応じた事案などがあった。
上掲の 14件の強制金戒告付き是正命令が発せられた事例のうち，8件につい
ては，異議申立て（Widerspruch）がなされた。これらの異議申立てについては，
いずれも義務者の命令履行がなされることによって決着している。
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3．代執行の適用実績ほか
2011～ 2013年において，代執行が適用された事案は 26件（年平均約 9件）
である。
このうち，4件の事例については，差し迫った危険を回避するため，先行す
る行政行為たる是正命令なしに執行が実施される即時執行（Sofortiger Vollzug）
としての代執行がなされている。そのほかの 22件については，聴聞を経てなさ
れる是正命令の強制手段としての正規の代執行手続がとられている。後者のう
ち，11件については代執行の決定がなされ，うち 4件について代執行の実施が
なされている。
上掲の代執行の適用事例は，いずれも公共の危険をもたらし，保全措置ない
し撤去が必要となる老朽建物に関するものである。これらの事案の一部は，危
険回避のための緊急措置（即時執行）が必要となるものである。その本体的な
危険（例えば，建物の一部の倒壊の危険）は，当該措置の実施後に所有者自身
によって除去されるべきとされる。
老朽建物については，しばしばその所有者の不明や支払能力の欠如などの問
題がある（例えば，相続人の不明，無主建物，多重債務者など）。そのような
場合には，強制金は適切な強制執行手段とはいえない。倒壊の危険性のある老
朽建物は，これを除却することによって危険を除去しなければならず，よって，
代執行が適切な強制執行手段となる。義務者たる所有者の支払能力が欠如して
いる場合には，強制金戒告付き命令よりも代執行戒告付き命令が，より多く選
択されることになる。
屋外広告物に係る代執行戒告事案については，すべて義務者の命令履行によ
り代執行の実施には至らず，代執行が実施された 8件のうち，5件については義
務者たる企業の倒産や無主の建物などの理由から強制徴収ができず，2件につい
ては割賦払いがなされ，1件については代執行費用が全額支払われた。
州行政送達・行政執行法 50条 2項及び 3項が規定する代執行費用の事前徴収
制度については，上述のように当該制度を活用する余地のある事例が比較的少
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ないこともあり，最近のゴ市建築秩序課の実務ではその適用実績はない。
10件の代執行戒告付きの是正命令に対して異議申立てが提起され，このうち
4件については，命令の履行により決着し，他の 6件は審理中であり，そのうち
1件は訴訟の提起に至っている。
4．封印措置ほかの直接強制の適用実績
2011～ 2013年の最近 3年間で，直接強制としての封印措置が適用された例は，
2013年の 1件のみである。当該事案は，崩落の危険性のあるバルコニーの封鎖
に関するものである。この事案では，当該バルコニーの使用が禁止され，借家
人の同所への立入りを阻止するために当該バルコニーに出るための扉が封印さ
れた。その後，当該バルコニーは取り壊され，バルコニーに出る扉は外側から
の格子柵の設置により閉鎖保全された。
この封印措置については，ゴ市では，州建築法 78条 2項の解釈において，危
険性の高い事例に対する即時強制（Sofortiger Vollzug）の場合を除き，原則的に
戒告及び決定が必要であると解して運用されており，この解釈は，エ市のそれと
は異なるが，チュ州建設・交通省の建設法担当局長が著者である州建築法の注釈
書の記述（10）に合致している。前述のとおり，例外的に建築法上封印措置等に係る
根拠規定を設けていないノ・ヴェ州でも，法解釈により直接強制として封印措置
を実施することは可能とされており，その際には直接強制に係る手続規定が適用
され，戒告及び決定を経て実施すべきものと解されている（11）。すなわち，州建築
法上の明確な根拠規定が設けられている場合には，戒告などの事前手続は不要と
解されて手続保障が不十分なかたちとなる一方で，州建築法上の根拠規定が設け
られていない場合には，反対に一般的行政強制手段たる直接強制に含まれるとし
て，これに必要とされる事前手続等が行われるべきと解されるという，アンバラ
（10） Meißner（2004）S.212：「建築主が建築中止命令に反して建築工事を続行する場合には，
（州建築法 78条）2項に基づいて，事前の戒告の後（：下線筆者）封印措置等を実施
することができる。」としている。
（11） Erlenkämper usw.（2011）§57 Rdnr.15.
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ンスな法解釈となっている。
このようにチュ州内の自治体間で当該州法の解釈に相違があり，その結果，
財産権に対する重大な侵害的効果をもたらす直接強制としての封印措置におい
て手続的保障に係る大きな差異ないし不公平を生じており，行政強制の重大な
手続的瑕疵の問題につながる余地がありうると考える。封印措置の事前手続の
要否に関する筆者の私見については，西津（2014a）185-186頁及び西津（2014b）
56頁で提示しており，再述は割愛する。
また，同条項に規定される建設現場の建設機械や建設資材などの差押えにつ
いては，建設工事を施工する建設会社の所有権に対する侵害や業務の妨害とな
るほか，それらの運搬や保管に要する場所ないしこれら費用の確保上の問題も
あり，実務上の適用実績はない。
5．過料の適用実績
建築法違反行為に対する過料の手続及び処分は，建築秩序課からの告発によ
り，秩序局（Ordnungsamt）において行われている。2011～ 2013年においては，
それ以前よりは多くの過料処分の告発がなされている。すなわち，2011年には
建築法違反に関する過料手続は行われなかったが，2012年には 4件の手続が行
われ，そのうち 2件は警告処分が，また 2件は過料決定がなされている。2013
年には 13件の過料手続が行われ，そのうち 2件は警告処分が，また 9件は過料
決定がなされている。
違反行為の是正を意図的に遅らせ，違法取得利益の稼得増大を狙うような悪
質な違反者に対しては，過料手続を所管する秩序局に建築秩序課から違法事実
関係に関する情報提供を行って，過料決定によって当該違法取得利益の剥奪を
実現するような部局間での連携も行われている。
6．強制執行に係る行政組織，養成教育に係る実務実習など
郊外部での違法建築監視業務は，建築秩序課の担当官により実施されている。
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建築秩序課に対する違反事案通報は，地域住民のほか，他の専門部局，特に秩
序局の外勤監視チームから受けることが多い。ゴ市の建築監督行政に従事する
公務員の養成課程は多様であるが，特に技師又は土木建築単科大学卒業生及び
上級の非技術系行政職の資格を有する人材が必要とされており，建築技師ある
いは建築工学士ないし建築士並びに行政専門一般職員（中級職）ないし行政専
門大学卒業生（上級職）及び建築試補（上級職）が任に当たっている。ゴ市に
おいては，3名の行政専門職公務員（2名は上級職，1名は中級職），1名の建築
技師（上級職），1名の高層建築専門建築試補（上級職）及び 1名の係員（初級職）
が建築監督業務に従事している。現在，課長職には建築専門職兼上級技術行政
職の者が就任しているので，法務課と密接に連携しながら業務を遂行しており，
法律専門職の支援を確保している。法務課には法律専門職として 2名の Vollju-
rist及び 2名の行政専門公務職員が所属しており，必要に応じて建築秩序課を支
援する体制にある。
後述の州行政専門大学で実施される公務員養成教育における実務実修（Prakti-
kum）に際しては，例えば，実際の要処理事案について，聴聞告知書や行政処分等
に係る行政文書を，先例となる実際の行政文書を提示しつつ建築秩序課で使用して
いる文書作成支援ソフトウェトウェアを用いて研修生に作成させ，実務実修指導担
当の職員がそれをチェックして所要の修正を加えるなどして，重要な行政文書作成
の実務的ノウハウを習得させている。
日常の建築監督業務において，外部の弁護士から助言を得ることは基本的に
はないが，訴訟が提起された場合は，その都度外部の弁護士を訴訟代理人に委
任している。
州行政執行法についての定例的な部内職員研修は，目下のところ実施されて
いない。他方で，様々の教育機関によって研修プログラムが提供されており，
必要な場合（法改正があった場合や判例の新しい傾向などについて）には，人
材育成ニーズを充たす研修に参加することはあるとのことである。
フィッシャー課長は，同課の建築監督業務においては，法手続の各段階におい
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て，公務職員の雇用とその職務貫徹能力の確保が必要不可欠であるとしている。
7．総括的私見
旧東独地域に所在する人口約 4.4万人に過ぎない小都市であるゴータ市にお
いて，上述のように，多数の建築法違反に対し，相当件数の強制執行手段及び
過料の適用によって，違反是正に係る義務履行確保が実現されていることに，
改めて感嘆せざるを得ない。おそらく，わが国の同規模の市町村では，現行唯
一の強制執行手段である行政代執行の適用実績があるものは極めて例外的であ
り（12），過去に全く代執行を実施した経験のない自治体が圧倒的多数を占めている
状況と比較して極めて対照的である。
ゴータ市も，旧東独地域で広範に進展している人口の減少と高齢化により，
上述の代執行適用実績において述べたように，いわゆる「空き家問題」を抱え
るわが国の多くの地方公共団体と同様に（13），老朽建築物の危険除去が建築監督行
政上の重要な課題となっている。同様の行政課題に対して，ゴータ市においては，
州の行政執行法や建築法に定められている多様な強制執行手段を実効的に活用
して，積極的な義務履行確保措置を実施しており，わが国の空き家対策におい
ても，ドイツの先進的な行政強制制度，その実務運用ノウハウ及び「少数精鋭の」
人的執行体制や人材育成のあり方に学ぶべき点は極めて多いと思われる。
この点，わが国でも，2015年 5月 26日に空家等対策の推進に関する特別措置
法（平成 26年 11月 27日法律第 127号）が全面施行されたが，危険な「特定空
家等」（同法第 2条第 2項）としてその撤去が命じられた所有者に対し，先ずは
その自主的義務履行を強力に促す，ドイツの強制金のような間接強制制度は未だ
導入されていない。仮に従来と同様に行政による先行的な費用負担を前提とする
（12） 北村（2015）80頁によれば，空き家に対して行政代執行を実施して除却した例とし
て，秋田県大仙市 3件，同県美里町１件，同県八郎潟町 1件，新潟県長岡市 1件及び
東京都大田区 1件が挙げられている。
（13） わが国地方公共団体の「空き家対策条例」の制定による近時の取り組み状況につき，
北村（2015）参照。
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行政代執行「のみ」を行政強制手段として義務履行強制を図るとしても，新たな
代執行費用の事前徴収制度の導入により，当該費用の徴収率の可及的な向上やそ
の間接強制的効果（14）の発揮による目的達成を図ることも，財政難を抱える多くの
自治体にとっては必要ではないかと考えられる。特に，今後は空き家全体の増加
とともに（次図参照）危険な「特定空家等」も大きく増加することが予想され，
これら多数の事案について，将来的にさらなる財政逼迫が予想される地方公共団
体の建築規制部局の適切な対応を図るためには，所有者自身による自主的な危険
除去対応を可及的に促進する必要がある。
そのためには「機能不全」が指摘されている現行の行政代執行制度のみに徒
に依存し続けるのでなく，上掲のような実効的な間接強制効果を有する強制執
行手段の導入も不可欠と考える。さらには，緊急に撤去等の措置をとることが
必要な事案については，命令を先行させずに当該措置を実施するための即時執
行制度（15）や，事例によっては重度の認知症などにより「特定空家」に居住を続
（14） 西津（2012）65, 80-82, 91頁。
（15） 西津（2012）98-99頁。
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ける所有権者を退去させるための直接強制制度の導入も将来的に必要となるの
ではないかとも思料される。同法の所管省である国土交通省による将来的な改
正措置が強く期待される。
他方で，行政強制制度を実効的に適用しうる行政執行体制の整備拡充も，法
制度整備とともに看過しえない重要な行政課題である。これについては，建築
規制行政分野において職員の派遣を含めた日独の自治体間交流を積極的に行う
ことにより，わが国の自治体が多くの新たな公共政策的知見を得られる蓋然性
は高いと思料される。なお，ゴータ市副市長も，地域振興政策について先進的
取り組みを行っている日本の自治体との交流に関心を持っており，お互いが必
要とする政策領域について有益な情報交換を行うことは，実りある自治体間国
際交流をもたらすものと期待される。
Ⅴ　チュ州公行政専門大学
（Fachhochschule für öffentliche Verwaltung, Freistaat Thüringen）
本大学は，ゴータ市及びマイニンゲン市に校舎を有しているが，本部はゴー
タ市にあり，今回の調査では，3月 19日（木）午前 10時から約 2時間にわたり，
同本部で聞き取り調査を行った。先方の出席者は，次のとおりであった。
・同大学学長　ロベルト・クリューゼナー博士
・同大学建築法担当教授　ブロースマン氏
・チュ州内務省　ヒンケル博士
・同上　ベーニッシュ氏
1．本大学の概要
本大学は，州法に基づき設置されたチュ州立の教育機関であり，①地方自治
体行政及び一般国家行政，②税務及び③警察の専門コースで構成され，①及び
②はゴータ市で開講し，③はマイニンゲン市で開講している。以下は，本調査
研究テーマとの関連から，①について報告する。
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2．①の概要及び教育目標
①の行政職官吏養成コースの学生は，チュ州行政専門大学法（以下，「専門大
学法」と略称）11条 1項の定めるところにより，準備教育実習（Vorbereitungsdienst）
中の官吏（Beamte）であり，そのほとんどは大学入学資格試験（Abitur）の合格
者である。彼らの官吏としての暫定的な身分は，司法審査の対象となりうるも
のであり，任命権者によって撤回されうるものであるが，卒業論文，筆記試験
及び口述試験で構成されるラウフバーン試験（Laufbahhnprüfung）の最終的合格
又は不合格によって終了し，同試験に合格した者は，最終的に市町村の正規の
官吏の身分を得て，その一部は本報告に係る建築監督規制執行実務を担当する
こととなる。
主要な法律科目の授業は，最大 30人以内，平均的には 20～ 25人の規模で行
われている（後掲の参考資料 9－ 1～ 9－ 3参照）。また，学生には，生活費と
して月額約 1,000ユーロの任命候補者給与が支給され，学内に学生寮も設けられ
てはいるが，多くの学生は比較的近傍から通学している。
本大学は，2014年の①のカリキュラム冒頭において，次の教育目標を掲げて
いる。
第 1段階：知識の獲得及び再現（再生産）
学生は，ある学問分野に関する知識を習得し，当該知識を付加的
な学習活動なく再現できなければならない。
第 2段階：整理及び理解（再構成）
学生は，獲得した知識をその関係性によって整理し，独力で再現
できなければならない。
第 3段階：応用（移転）
学生は，獲得した知識を新たな事実関係に適用し，その際特に具
体的な問題（事例）を事実関係に即し，形式的に誤りなく解決す
ることができなければならない。
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第 4段階：問題解決的思考（分析）
学生は，既に養成教育を終えた者を批判的に評価することができ，
与えられた問題をより困難性の高い段階で取り扱える状況になっ
ていなければならない。その際，学生は独自の問題解決方法を開
発する能力があることを示さなければならない。
3．カリキュラム
チュ州公行政専門大学の①の 2014年のカリキュラムは，本稿末尾掲載の参考
資料 6のスケジュールによって構成されている。第一年次は，基礎課程（Grund-
studium）として，2週間の実務ガイダンスののち，7.5ヵ月の基礎的科目履修が
行われる。この間，4回のレポート（3時間で 6～ 12頁程度を作成）提出が義
務づけられ，筆記試験による中間試験が実施される。この中間試験及び最終の
修了試験は，択一式はなく，すべて事例論述式の問題が出題されるが，その作
成（大学教員からの部分的な提案や要請も可能。）及び採点は，すべて州内務省
において行われる。採点は，最低 3名の同省の試験担当官が行い，極めて中立
的かつ厳正に実施されている。基礎課程履修の後，約 6ヵ月の第 1次実務実習
（PraktikumⅠ）が行われる。2年次は，実務実習の後半に続いて，主課程
（Hauptstudium）として，7ヵ月半の科目履修が行われるが，この間 6回のレポー
ト提出に加え，主課程最終段階で卒業論文（50頁程度）の作成が求められる。
この後，6ヵ月間の第 2次実務実習（PraktikumⅡ）が行われる。最終の 3年次は，
第 2次実務実習の後半の後，6ヵ月間の修了課程（Abschlussstudium）の科目履
修が行われて，州内務省による 6科目（各 5時間）の筆記試験が実施される。
この修了課程科目履修の後，修了実務実習（Abschlusspraktikum）が 2ヵ月半行
われ，この最終段階で口述試験（4科目：各 45分）が実施され，最終合格者には，
Diplom-Verwaltungswirt/-in（FH）の学位が付与される。以上の課程において，3
年間（休暇を除き 21ヵ月）にわたり，総計約 2,200コマ（1コマ＝ 45分）の多
様な科目を受講することとなる。
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履修科目としては，参考資料 7－ 1及び 7－ 2に掲げるように，法律学，経
済学，財政学，行政学，社会学，心理学などの多くの科目が必修として課され
ているが，特に本調査研究に直接関連する，行政執行法，秩序違反法及び建築
法に係る科目概要は，次のとおりである。　　
すなわち，前者については，2年次の主課程（Hauptstudium）で開講される 40
コマの「一般行政法」（Allgemeines Verwaltungsrecht）の一部とされ，そのうち 6
コマが割り当てられている。中者については，基礎課程及び主課程における「警
察・秩序法」において，実に総計 70コマが割り当てられている。後者については，
基礎課程，主課程及び修了課程にわたり，都市計画法，建築法及び法的救済に
関する総計 110コマで構成されており，建築中止，使用中止及び除却に係る建
築監督官庁の執行権限については，5コマが当てられている。
参考までに，行政執行法及び秩序違反法に関連する科目シラバスの一部を，
本稿末尾の参考資料 8－ 1及び同 8－ 2に掲げる。
本大学のカリキュラムの特徴として，各法律専門科目を基礎的な部分から発
展的な部分に区分して，内容レベルごとに，基礎課程，主課程及び修了課程に
振り分けている点が挙げられる。このように各レベル段階に応じて区分された
法律専門科目を履修したのちに，実務実習受け入れ行政機関との協議・調整を
経て，科目履修の各段階において習得した知識を応用するにふさわしい実務実
修が設定されるように工夫されている。
なお，クリューゼナー学長のご厚意により，上掲基礎課程の「警察・秩序法」
（Polizei- und Ordnungsrecht）の講義の模様を撮影する機会が得られ，面談会合後
に撮影した写真を本稿末尾の参考資料 9－ 1～ 9－ 3に掲げる。
4．教授資格
本学教授には，専門大学法第 10条第 2項により，大学学位などのほか，担当
科目関連分野について，最低 5年間の職業経験が必要とされる。
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5．講義テキストなど
本大学においては，ノ・ヴェ州公行政専門大学のシラバスのように，各科目
の重要文献リストは示されておらず，既刊行文献をテキストに指定して用いる
か，あるいはパワーポイントなどの教員作成教材を用いるかは，担当教員の広
範な裁量に委ねられており，クリューゼナー学長も，最終的に科目シラバスに
記された教育内容が十分に教授され，教育目標が達成される限りは，いかなる
教材を用いても構わないとしている。
6．筆者私見
わが国に比してはるかに充実した行政強制制度や行政制裁制度の運用を担う
ドイツの地方公務員については，上述のように州立行政専門大学が，州内務省
の厳格な統括管理のもとで，広範な法的知識と実務遂行能力を習得した専門的
人材養成に大きく貢献しており，「実質的法治国家」を支える人的基盤の形成と
いう点でも，わが国に比してはるかに先進的な状況にあると認められる。
ドイツの公務員養成制度については，既に少なからぬ先行的調査研究報告も
なされているが（16），特に，本調査研究のテーマである「行政上の義務履行確保運
用」の成否は，これを担う専門的人材の養成システムを抜きにして語ることは
困難であると考えられる。
上掲の調査結果から，新たに（再）導入されるべき行政上の義務履行確保制度
を実効的に活用するためには，その多くが，同制度についていわば「白紙に近い状態」
で，各種の規制執行実務に従事している現在の地方公務員について，着任後の職
務関連研修のより一層の拡充のみならず，「着任前の専門的地方公務員養成教育」
の導入の是非についても，根本的な公共政策的議論を行う必要があると思料される。
その際には，ドイツの Volljuristと称される法律専門職官吏に相当する公務員として，
新たな国・地方の行政規制執行組織において，行政職公務員等を指揮・監督し関
（16） ブリューメル（1993），木佐（1996），工藤（2006）ほか。
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連する行政争訟にも対処する統括職に，法科大学院を修了し，あるいはさらに司法
修習を終了した法務博士を積極的に登用する方策についても併せて検討すべきで
あろう。
Ⅵ　ベルリン州（市）トレプトウ・ケーペニック行政区
トレプトウ・ケーペニック行政区（以下，「ト・ケ区」と略称）は，ドイツ連
邦共和国の首都であり，かつ，都市州の一つでもあるベルリン州（市）の南東
部に位置する行政区である。2001年 1月 1日，ベルリンの行政改革の一環として，
トレプトウ区とケーペニック区が合併して現在のト・ケ区となった。ベルリン
の 12行政区の中では、最も面積が広く，人口密度が少ない区である。区内には
ミュクゲル湖があり，区庁舎前をシュプレー川が流れる優れた水辺空間を有す
る行政区で，2014年 6月末現在の人口は，約 25万人である。
面談調査は，ト・ケ区建設・都市開発・環境課において，2015年 3月 23日（月）
午前 10時から 12時まで実施し，先方は，都市開発課長のウルリケ・ツァイドラー
氏及び建築・住宅監督班長のミヒャエル・プファイファー氏であった。
1．ベルリン州（市）の行政執行根拠法
ベルリン州（市）は，他の連邦州とは異なり，再統一後も独自の州行政執行
法を制定しておらず，ベルリンの行政に係る手続に関する法律（17）第 5a条により，
強制金の上限額を 50,000ユーロとする特例規定以外は，（再統一前と同様に）連
邦の行政執行法を適用している。なお，連邦行政執行法 11条 3項に規定される
強制金の上限額は，2014年 11月 25日の法改正により，従前の 2,000ドイツマ
ルク（約 1,000ユーロ）から，25,000ユーロに大幅に増額改定されている。
（17） Gesetz über das Verfahren der Berliner Verwaltung vom 8. Dezember 1976 （GVBl. S. 2735, 
2898）
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2．強制金の適用状況
2011～2013年の最近3年間において強制金戒告がなされた違反事案の件数は，
24件（年平均 8件）であり，このうち強制金の賦課決定がなされた違反事案の
件数は，4件（年平均 1.3件）であった。また，強制金の強制徴収がなされた違
反事案の件数は 0件であった。
このようにト・ケ区においては，強制執行手段の中でも比較的に穏やかで制
限的でない強制金を積極的に適用しているが，建築法違反事案に対する強制金
の適用実績は比較的少ない。その背景として，後述の人員的制約から，ト・ケ
区では聴聞から始まる一連の手続過程において，極力義務者の自主的違反是正
に向けた合意形成を計っているからと説明している。このような極力合意によ
る解決を追求する実務上のスタンスは，特に区長などの市上層部の政治的意向
に沿ったものである。上掲のデータによれば，強制金の賦課決定までの目的達
成率は約 83％であり，強制徴収までの目的達成率は 100％となる。以上の運用
状況の背景として，ト・ケ区においても建築法違反事案は相当数抱えているが，
ベルリン州（市）全体の財政難のため，同課では最近 15年間にわたって新任職
員の配置がなく，退職等によりかつてに比べて職員数が半減しているため，現
在では，違反監督業務よりも，建築許可事務に主として注力しているとのこと
である。
ト・ケ区においても，強制金戒告額の算定基準は設けていない。強制金戒告
額の算定に際しては，違法行為による経済的収益額を考慮することはあるが，
秩序違反に係る過料は別の法制度であることから，当該額を基準として作成さ
れている過料カタログを参照することは行われていない。
3．代執行の適用状況
2011～2013年の最近3年間において代執行戒告がなされた違反事案の件数は，
33件（年平均 11件）であり，このうち代執行の実施決定がなされた違反事案の
件数は，4件（年平均約 1.3件）であった。また，代執行費用の強制徴収がなさ
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れた違反事案の件数は，14件（年平均約 4.7件）であり，強制徴収された代執
行費用の総額は，約 25,000ユーロとされている。代執行の適用件数が前掲の強
制金のそれよりも多いのは，（連邦の）行政執行法 11条 1項 2段により，代替
的作為義務の強制においては代執行の適用を原則とし，強制金は補充的に適用
されることによるものと解される。
ト・ケ区においては，代執行費用については，同区の会計部局が事前徴収を
原則として運用している。この実務運用は，既往の他州都調査ではほとんど確
認されていないものであり，特に注目される。この実務運用実態の一例として，
費用の事前納付命令を含む代執行決定書の仮訳を，本稿末尾の参考資料 10に掲
げる。ただし，原則事前徴収を行っているト・ケ区においても，相手方の資力
不足などにより，徴収率が低くとどまるケースもある。
しかし，この代執行費用の事前徴収については，その根拠規範との関連で重
要な論点がある。すなわち，ベルリン州（市）に適用される連邦の行政執行法は，
他の諸州の行政執行法と異なり，代執行費用の事前徴収に関する明文の根拠規
定を設けていない点である。
これについて，現在の判例・学説の支配的解釈は，行政代執行費用の支払義
務は既に行政代執行の執行前においても ,その前提となる命令が執行可能とな
り ,かつ強制手段が戒告され , さらに強制手段の決定がなされたときに生じてお
り，明文の事前徴収根拠規定がなくとも，事前徴収できるとするものであるが，
他方で有力な反対説も提唱されている（18）。
代執行費用の事前徴収が，州行政執行法上の明文の根拠規定を有する諸州都
においては実務上積極的に活用されず，逆に明文の根拠規定を有しないベルリ
ン州（市）のト・ケ区では（他の行政区でも同様の実務運用がなされているか
については，さらなる調査を要する。）原則的な徴収方法として積極的に運用さ
れていることは，極めて興味深い。この論点については，筆者は，現行のわが
（18） この争点の詳細につき，西津（2012）66-67頁。
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国行政代執行法 5条に基づく「事後的」費用徴収が定着しているわが国におい
ては，多くの州の行政執行法と同様に，明文の根拠規定を新たに設けた上で，
代執行費用の事前徴収制度を導入することが立法政策上適切であると考える（19）。
4．直接強制の適用状況
2011～ 2013年の最近 3年間における州建築法上の封印措置を含む直接強制
の適用実績については，戒告がなされた事案が 20件（年平均約 6.7件），実施決
定のなされた事案が 5件（年平均約 1.7件）となっている。
州建築法上の封印措置について，直接強制と同様に戒告及び実施決定を必要
とするかについては，ト・ケ区においては必要という解釈をとり，実務上これ
を行っている。この点は，ベルリン州建築法の注釈書が，行政裁判所の判例（20）
を引用しつつ，事前の戒告を不要と解している（21）のに対し，これとは逆の解釈
に立脚して封印措置の戒告が実務上行われている。
ト・ケ区では，封印措置のほかに直接強制として，例えば，煙突掃除人が建
物に入ることを受忍させる強制措置もとられており，解錠による強制的な開扉
がなされている。
以上の強制執行手段の適用に対しては，実務的な推測として，適用件数の約
80～ 90％について異議申立て（Widerspruch）が，また，約 80％について取消
訴訟が提起されているとしている。
5．過料の適用実績
ト・ケ区建設・都市開発・環境課においては，強制執行手段の適用のほかに
過料の適用も所管しているが，2011～ 2013年の最近 3年間における適用実績は
ない。この点，強制執行手段よりも手間やコストのかかる過料手続については，
（19） 総務省検討会（2013）32頁，大橋（2010）252頁，西津（2012）92頁。
（20） Hessischer Verwaltungsgerichtshof, Beschluss vom 17.5.1984, Baurechtssammlung 42 
Nr.228
（21） Wilke/ Dageförde/ Knuth/ Meyer/ Broy-Bülow（2008）§78 Rdnr. 37.
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より消極的な運用状況にとどまっているものと推測される。
また，違反行為を長引かせて違法取得利益の積み増しを狙うような悪質な違
反者に対して，すべての違法取得利益の剥奪を実現するより高額な過料を科す
といった強制金と過料の連携的な運用は，特に意識してなされてはいない。こ
の点，強制金と過料の執行をともに所管していても，両者は全く別の法制度と
いう「法制度間の縦割り意識」が根強いようである。
6．行政執行体制など
建設・都市開発・環境課において建築・住宅関連事務に従事している職員は 24
名であり，このうち，11名が建築許可関連業務を，3名が住宅を中心とする建築監
督業務を，2名が異議申立て及び秩序違反に関する手続を，1名が訴訟をそれぞれ
担当している。
強制執行ないし過料の手続に係る事務に従事しているのは，州立行政専門大
学で 3年間の養成教育を修了して，Verwaltungsfachwirt/-inの学位を取得した行
政専門職員が中心となっている。なお，ツァイドラー課長及びプファイファー
班長はともに，旧東独時代に大学を卒業して技師（Ingenieur）の資格を得ており，
さらに行政執行などに関する専門的研修（Fortbildung）を受けて現在の職務に就
いている。
同課では，2年ほど前に行政専門大学の学生を実務実修で受け入れており，
例えば，異議申立てを行う義務者に対してどう対応すべきかなどを学ばせてい
るが，彼らに実際の行政文書を作成させるというような実習は行っていない。
現場で代執行などの行政強制の実施を行う機会があるときは，彼らを事前の準
備や執行現場に立ち会わせて実地体験させることは行っている。
〔付記〕本調査研究は，JSPS科研費 25380031 の助成を受けたものです。
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【主要関連参照条文・仮訳】
○ノ・ヴェ州行政執行法
第 55条　行政強制の要件
(1)　作為，受忍又は不作為の義務を課す行政行為は，当該行政行為が不可争
力を得，又は法的救済の提起により執行停止効を生じない場合は，強制手
段によって強制することができる。
(2)　行政強制は，現在の危険を回避するために必要であり，執行官庁が権限
を有しているときは，先行する行政行為なしに適用することができる。
(3)　行政行為が物の引渡義務を課すものであり，その相手方がその物の所有
を否認しているときは，44条第 3項及び第 4項を準用する。
第 57条　強制手段
(1)　強制手段は，次に掲げるものとする。
　 1．代執行（第 59条）
　 2．強制金（第 60条）
　 3．強制明渡（第 62a条）を含む直接強制（第 62条）
(2)　強制手段の適用においては，第 63条及び第 69条の規定により戒告を行
わなければならない。
(3)　強制手段は，刑罰又は過料と併科することができ，行政行為に係る義務
が履行されるまで，又は他の方法によりその目的が実現されるまで，反復し，
あるいは強制手段を切り替えて適用することができる。受忍又は不作為を
命ずる行政行為においては，相手方が当該命令に違反するたびごとに，強
制手段を決定することができる。
第 58条　比例原則
(1)　強制手段は，その目的に照らし相当なものでなければならない。強制手
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段は，個人及び公共の利益への侵害が最小限となるように決定しなければ
ならない。
(2)　強制手段によって生ずると予想される侵害は，達成しようとする目的に
対して比例的な限度を超えて生じることが予見されるものであってはなら
ない。
(3)　直接強制は，他の強制手段によっては目的を達することができない場合
又はその実施が困難な場合においてのみ適用することができる。直接強制
の適用においては，複数の適用可能な相応しい措置のうちから，個人及び
公共の利益への侵害が最小限となる措置を選択しなければならない。
第 59条　代執行
(1)　他の者によって履行することが可能な作為義務（代替的作為義務）が履
行されないときは，執行官庁は名宛て人の費用負担により，当該作為を自
ら又は他の者にその実施を委任することにより実施することができる。
(2)　名宛て人に対し，代執行費用の概算見積額を事前に支払うよう命ずるこ
とができる。名宛て人が代執行費用又は代執行費用の概算見積額を期限ま
でに支払わない場合は，行政上の強制徴収手続により強制的に徴収するこ
とができる。費用の概算見積額の強制徴収は，名宛て人が命じられた作為
を行った場合は，中止されるものとする。
(3)　名宛て人が，代執行費用を定められた期日までに支払わない場合は，名
宛て人は，当該期日から支払日までの利息を支払わなければならない。そ
の場合の年利子率は，民法典第 247条に定める基本利子率に 5%を加えた
ものとする。利息の額が 50ユーロ未満の場合は，その徴収は行わないもの
とする。当該利息は，行政上の強制徴収手続により，強制徴収されるもの
とする。
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第 60条　強制金
(1)　強制金は，10ユーロ以上 100,000ユーロ以下の額で書面により決定する
ものとする。強制金の額の算定においては，名宛て人が行政行為に従わな
いことによって得る経済的利益を考慮するものとする。この強制手段は，
必要な限り反復して適用することができる。
(2)　強制金の賦課決定においては，名宛て人に対し相当な支払期限を設定す
るものとする。
(3)　名宛て人が強制金を所定の期限までに支払わないときは，行政上の強制
徴収手続により強制徴収するものとする。強制徴収は，名宛て人が命じら
れた作為を行い，又は受忍すべき措置を受け入れた場合には，直ちに中止
するものとするが，強制金の戒告により強制される受忍又は不作為に係る
義務に違反した場合には，強制徴収され，その場合には第 26条を準用する。
第 61条　代償強制拘留
(1)　強制金が奏功しないときは，行政裁判所は，執行官庁の申立てにより，
強制金の戒告において又は事後にその適用について警告がなされている場
合において，代償強制拘留を命ずることができる。代償強制拘留の期間は，
1日以上 2週間以内とする。
(2)　代償強制拘留は，執行官庁の申立てにより，司法行政機関によって民事
訴訟法第 802g条から第 802j条までの規定により執行するものとする。
第 62条　直接強制
(1)　執行官庁は，他の強制手段が考慮に値しない場合，奏功しない場合又は
目的を達しえない場合において，直接強制を適用することができる。直接
強制の種類及び執行方法については，第 66条から第 75条までの規定を適
用する。
(2)　説明をさせるための直接強制は，行うことができない。
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第 62a条　強制明渡
(1)　執行債務者が不動産，部屋又は船舶を，引き渡し，又は明け渡すべきと
きは，その占有を解除することができる。強制明渡の時期は，執行債務者
に対し，事前の適切な時点において通告されなければならない。
(2)　強制執行の目的物ではない動産は，執行債務者又は同者が不在の場合は，
その代理人又は同者の世帯又は営業所に属する成人に引き渡し，又は処分
させるものとする。
(3)　執行官庁が，前項の手続をとることができないときは，執行官庁は当該物件
を保管し，又はその他の方法で寄託するものとする。執行債務者に対し，当
該物件を所定の期限までに引き取ることを命ずることができる。執行債務者が
この命令に従わないときは，執行官庁は，第 30条から第 37条までの規定を
準用して，当該物件を公売にかけ，売上金を執行官庁の所在地を管轄する区
裁判所に供託するものとする。公売に付すことができない物件については，執
行官庁は，その所有者に告知したうえで，同者の費用負担によりこれを廃棄す
ることができる。
○ノ・ヴェ州建築法
第 1条　適用範囲
(1)　この法律は，建築施設及び建築用製品に適用する。同様に，この法律又
はこの法律に基づく法令に基づいてなされる命令の対象となる他の施設及
び設備についても適用する。
(2)　（略）
第 13条　屋外広告施設及び自動販売機
(1)　屋外広告施設（広告施設）は，営業又は職業についての告知，宣伝又は
案内を表示する固定式の設備とする。同施設は，特に看板，文字表示，壁
面彩色，電光広告，ショーケース並びにビラ，湾曲広告又は電光広告のた
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めに設置された広告柱，広告板及び広告面を含む。
(2)　広告施設は，建築施設，街路，場所若しくは地域の景観を阻害し，又は
交通の安全及び秩序に危険を及ぼしてはならない。前段の阻害は，広告施
設が緑化された土地の眺めを遮断し，又は建築施設の統一的な形成及び建
築様式上の構成への阻害を含む。広告施設の阻害的な集積は許容されない。
(3) ～ (6)　（略）
第 61条　建築監督官庁の任務及び権限
(1)　建築監督官庁は，建築施設並びに第 1条第 1項第 2段に規定する他の施
設及び設備の建設，改修，除却，使用，用途の変更及び維持補修について，
公法上の規定及びこれらの規定に基づき発せられた命令が遵守されている
かを監督しなければならない。同官庁は，この任務を遂行するため，羈束
裁量により必要な措置を講じなければならない。このことは，法に定めら
れた他の行政官庁の所管及び権限を変更するものではない。
(2)　建築許可（第 75条）又は第 80条による同意を行った後においても，こ
れらの処分時においては予見しえなかった公共の危険又は公共の利益に対
する不当な侵害又は建築施設を使用することにより生ずるそれらを回避す
るために，必要な命令を行うことができる。
　前段の規定は，建築施設又は第 1条第 1項第 2段に規定する他の施設若し
くは設備が，許可又は承認を得ずに設けられた場合に準用する。
(3) ～ (6)（略）
第 63条　許可を要する建築計画
(1)　建築施設並びに第 1条第 1項第 2段に規定する施設及び設備の建設，改修、
用途の変更及び除却については，第 65条から第 67条まで，第 79条及び第
80条において別段の定めのない限り，建築許可を得なければならない。以
下（略）
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(2) 及び (3)（略）
○チュ州行政送達・行政執行法
第 44条　行政強制の要件及び強制手段
(1)　第 43条による行政行為は，第 19条に定める要件のもとで，本章の規定
に基づき強制手段により強制することができる。
(2)　強制手段は，次に掲げるものとする。
　1. 強制金（第 48条）
　2. 代執行（第 50条）
　3. 意思表示の擬制（第 50a条）
　4. 直接強制（第 51条）
(3)　官庁及び公法上の法人に対する強制執行は，法律により又は法律に基づ
いて特別に許容されている場合に限り，行うことができる。
第 45条　比例原則
(1)　強制手段の選択及び適用は，その目的に照らし相当なものでなければな
らない。
(2)　複数の強制手段の適用が想定される場合においては，執行官庁は，執行
債務者及び公共の利益を出来る限り損なわない強制手段を適用しなければ
ならない。
第 46条　強制手段の戒告
(1)　強制手段は，この法律の別段の定めがない限り，その適用に先立ち書面
により戒告されなければならない。執行債務者に対しては，戒告において
義務履行のために相当な期限を定めなければならない。受忍又は不作為の
義務を強制すべきときは，期限を定めることを要しない。
(2)　戒告は，作為，受忍又は不作為の義務を課す行政行為と併せて行うこと
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ができる。戒告は，即時の執行が命ぜられ，又は法的救済が執行停止効を
生じない場合には，行政行為と併せて行わなければならない。
(3)　戒告は，特定の強制手段について個別の義務ごとに行わなければならな
い。複数の強制手段を同時に戒告すること又は執行官庁に複数の強制手段
からの選択を留保する戒告は許されない。新たな強制手段の戒告は，当初
に戒告された強制手段が奏功しない場合にのみ行うことができる。
(4)　強制金は，特定された金額により戒告しなければならない。
(5)　作為を代執行により強制すべき場合には，戒告において費用の概算見積
額を提示しなければならない。当該戒告においては，当該概算見積額は代
執行の実施前において支払期限にあることを明示することができる。代執
行により超過的な費用が生じたときは，事後的な清算を行う権利は，妨げ
られない。
(6)　戒告は送達しなければならない。戒告がその前提となる行政行為と併せ
て行われ，当該行政行為について送達すべきことが定められていないとき
も同様である。
(7)　強制手段の戒告に対しては，その実現が強制される行政行為に対して提
起することが認められている法的救済を提起することができる。以下（略）
第 47条　強制手段の適用
(1)　義務が戒告において定められた期限までに履行されないときは，執行官
庁は，戒告された強制手段を適用することができる。強制手段は，義務が
履行されるまで必要な期間及び頻度により適用することができる。
(2)　強制手段は，刑事罰又は過料を科すことと併せて適用することができる。
(3)　強制手段は，強制されるべき給付が執行債務者にとって不可能な場合に
は，適用することができない。
(4)　強制措置は，強制執行の目的が達成された場合には，直ちに中止しなけ
ればならない。この場合においては，手数料及び立替金の請求を妨げない。
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(5)　第 50条から第 53条までの規定による強制手段の適用に際して，警察官
の動員が必要なときは，管轄の警察署は執行官庁の要請に基づいて支援を
しなければならない。この場合において，警察は警察業務法により認めら
れた身体的実力を行使し，かつ，許容された武器を使用することができる。
第 48条　強制金
(1)　作為，受忍又は不作為に係る義務が全く又は不十分にしか履行されない
ときは，執行官庁は執行債務者に対し，強制金の決定により，命ぜられた
作為，受忍又は不作為を促すことができる。
(2)　強制金の額は，10ユーロ以上 25万ユーロ以下とする。強制金の額の算
定においては，執行債務者が行政行為に従わないことにより得られる経済
的利益を考慮するものとする。
(3)　強制金は，本法第 2章の諸規定に基づき徴収される。義務が第 1項の規
定により第 46条第 1項第 2段の期限までに全く又は不十分にしか履行され
ないときは，強制金を決定するものとする。強制金の支払債務は，同決定
により満期となる（第 33条第 2項第 2段）。
第 49条　代償強制拘留
(1)　強制金が適用困難な場合において，強制金の戒告において代償強制拘留
の適用が警告されているときは，行政裁判所は執行官庁の書面による申立
てにより，執行債務者の聴聞を行った上で，代償強制拘留を命ずることが
できる。
(2)　代償強制拘留は，1日以上 2週間以内とする。
(3)　代償強制拘留は，執行官庁の申立てにより，司法行政により執行される
ものとする。この場合においては，民事訴訟法第 802g条第 2項，第 802h
条並びに，第 802j条第 1項及び第 2項を準用する。
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第 50条　代執行
(1)　他の者が執行債務者に代わって行うことができる作為（代替的作為）に
係る義務が全く又は不十分にしか履行されないときは，執行官庁は，執行
債務者の費用負担により，当該行為を代わって行い，又は行わせることが
できる。
(2)　執行官庁は，代執行費用の概算見積額が戒告において提示されていると
きは，執行債務者に対し，代執行費用の概算見積額を事前に支払うことを
命ずることができる。
(3)　代執行の費用又は代執行費用の概算見積額は，執行官庁により，支払命
令により決定され，執行債務者が支払命令の送達後 2週間以内にこれを支
払わないときは，本法第 2章の諸規定により強制徴収することができる。
概算見積額の強制徴収は，執行債務者が命ぜられた作為を行ったときは，
ただちにこれを中止する。
(4)　執行債務者が代執行費用を支払わず，又は概算見積額を第 3項第 1段の
期限までに支払わないときは，支払期限から年率 6%の遅延利息を加えた
費用額を支払わなければならない。
(5)　第 3項第 1段に基づく支払命令に対して提起される法的救済は，執行停
止効を生じない。
第 51条　直接強制
(1)　執行官庁は，他の強制手段が考慮に値しない場合，奏効しない場合又は
目的を達しえない場合には，直接強制を適用することができる。
(2)　直接強制の適用については，警察業務法第 58条から第 67条までの規定
を準用する。ただし，本法の執行官については，武器の使用は許容されない。
(3)　執行官庁は，代執行に対して抵抗がなされる場合においても直接強制を
適用することができる。意思表示を強制するための直接強制は，許容され
ない。
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○チュ州建築法
第 78条　建築工事の中止
(1)　施設が公法上の規定に違反して建設され，改修され，又は除却されると
きは，建築監督官庁は，当該工事の中止を命ずることができる。次に掲げ
る場合も同様である。
　 1．建築計画の施工が，第 71条条第 6項から第 8項までの規定に違反して
開始され，又は，
　 2．当該施工が，
(a)　許可を要する建築計画に係るものであり，当該許可に係る申請書類
と異なる内容で施工されているとき，あるいは
(b)　許可を要しない建築計画に係るものであり，提出された書類と異な
る内容で施工されているとき
　 3．第 17条第 1項の規定に違反して，CEマーク又は Üマークが表示され
ていない建築用製品が使用されているとき
　 4．不正に CEマーク（第 17条第 1項第 1段第 2号）又は Üマーク（第 22
条第 4項）が表示されている建築用製品が使用されているとき
(2)　許容されない建築工事が書面又は口頭によりなされた中止命令に従わず
に続行される場合は，建築監督官庁は建設現場を封印し，又は建設現場に
置かれている建築用製品，建築工具，建設機械及び建築補助具を職権によ
り差し押さえることができる。
第 79条　施設の除却，使用の禁止
(1)　施設が公法上の規定に違反して建設され，又は改修されるときは，建築
監督官庁は，他の方法では，合法的な状態とすることができないときは，
施設の全部又は一部の除却を命ずることができる。施設が公法上の規定に
違反して使用されるときは，当該使用の中止を命ずることができる。
(2)　建築監督官庁は，施設が使用されず，倒壊の危険があり，これを維持す
べき公共の利益又は保護されるべき私的利益が存しないときは，当該施設
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の除却を命ずることができる。
○ベルリンの行政に係る手続に関する法律
第 5a条　強制執行
ベルリンの行政官庁の強制執行手続については，最新改正の 1953年 4月
27日公布の（連邦の）行政執行法（BGBl. I S. 157/ GVBl. S. 361）を適用する。
（中略）行政執行法第 11条第 3項の適用においては，強制金の上限額は
50,000ユーロとする。行政執行法第 7条の適用においては，道路交通上の措
置については，ベルリン市警察長官及びベルリン市行政区が執行官庁となる。
○連邦行政執行法
第 2章　作為，受忍又は不作為の強制
第 6条　行政強制の要件
(1)　物の引き渡し，作為の履行，受忍又は不作為の義務を課す行政行為は，
それが不可争力を得たとき，その即時の執行が命ぜられたとき又は法的救
済に執行停止効が付与されないときは，第 9条の強制手段によって実現す
ることができる。
(2)　犯罪構成要件又は過料構成要件の実行行為に当たる違法行為を阻止する
ため又は急迫の危険を避けるため，即時執行を行う必要があるときは，行
政官庁は，その法的権限の範囲内で，先行的に行政行為を行うことなく，
行政強制を適用することができる。
第 7条　執行官庁
(1)　行政行為は，それを発出した行政庁によって強制執行される。当該行政
庁は，異議申立ての裁決も行う。
(2)　下位の行政階層の行政庁は，個別に又は一般的に，強制執行を委任され
うる。
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第 9条　強制手段
(1)　強制手段は，次のとおりである。
　 a )   代執行（第 10条）
　 b )   強制金（第 11条）
　 c )   直接強制（第 12条）
(2)　強制手段は，その目的に照らし相当な比例関係にあるものでなければな
らない。この場合において，強制手段は可能な限り名宛人及び公共の利益
への侵害が最小限となるように決定しなければならない。
第 10条　代執行
他の者が行うことのできる作為（代替的作為）に係る義務が履行されない
ときは，執行官庁は，他の者に当該作為の履行を義務者の費用負担により委
託することができる。
第 11条　強制金
(1)　ある作為が他の者によってなされ得ず，しかもそれが義務者の意思のみ
にかかるものである場合には，義務者に対し，強制金によって当該作為の
履行を促すことができる。代替的作為については，代執行が実施困難なとき，
特に，義務者が他の者による履行から生ずる費用を負担する資力がないと
きにおいて，強制金を課すことができる。
(2)　強制金は，義務者が作為を受忍する義務又は不作為義務に違反するとき
もこれを課すことができる。
(3)　強制金の額は，25,000ユーロ以下とする。
第 12条　直接強制
代執行又は強制金によって目的を達せられないとき，又はそれらが実施困
難なときは，執行官庁は，作為，受忍又は不作為に係る義務を強制し，又は
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作為を自ら行うことができる。
第 13条　強制手段の戒告
(1)　強制手段は，それが即時に適用されうる場合（第 6条第 2項）でないと
きは，文書により戒告しなければならない。その際，義務の履行のために，
当該義務を履行することが期待される相当な期限を定めなければならない。
(2)　戒告は，作為，受忍又は不作為の義務を課す行政行為と併せて行うこと
ができる。即時の執行が命ぜられ，又は法的救済に執行停止効が付与され
ない場合には，戒告は行政行為と併せてしなければならない。
(3)　戒告においては，特定の強制手段を明示しなければならない。複数の強
制手段の同時戒告及び執行官庁が複数の強制手段について選択権を留保し
た戒告をすることはできない。
(4)　作為が義務者の費用で行われるべき場合（代執行）は，戒告において費
用の概算見積額を示さなければならない。代執行において概算見積額を超
えた費用が生じたときは，追加請求を妨げない。
(5)　強制金は，特定された金額により戒告しなければならない。
(6)　強制手段は，刑罰又は過料と併せて戒告することができ，義務が履行さ
れるまで反復し，その都度程度を高め，又は他の強制手段に換えることが
できる。新たな戒告は，直近に戒告された強制手段が奏功しないときにの
み行うことができる。
(7)　戒告は送達しなければならない。戒告がその前提となる行政行為に併せ
てなされ，当該行政行為の送達に関する定めがない場合も同様である。
第 14条　強制手段の決定
戒告において定められた期限までに義務が履行されないときは，執行官庁
は，当該強制手段を決定する。即時執行（第 6条第 2項）においては，決定
を要しない。
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第 15条　強制手段の適用
(1)　強制手段は，その決定に従って適用される。
(2)　義務者が，代執行又は直接強制に際して抵抗する場合には，その抵抗を
実力によって排除することができる。警察は，執行官庁の要請に基づき共
助を行わなければならない。
(3)　強制執行は，その目的が達せられた場合には，直ちに中止しなければな
らない。
第 16条　代償強制拘留
(1)　強制金が徴収されえないときは，強制金の戒告においてその警告がなさ
れているときに限り，行政裁判所は執行官庁の申立てにより，義務者に対
する聴聞を行った後，決定により代償強制拘留を命ずることができる。基
本法第 2条第 2項第 2段の基本権（人身の自由：筆者注）は，この限りに
おいて制限される。
(2)　代償強制拘留の期間は，1日以上 2週間以内とする。
(3)　代償強制拘留は，執行官庁の申立てにより，司法行政が民事訴訟法第
802g条，第 802h条及び第 802j条第 2項の規定に基づき執行する。
○ベルリン州建築法
第 78条　工事の中止
(1)　施設が公法上の規定に違反して，建設され，改修され，又は除却される
ときは，建築監督官庁は，工事の中止を命ずることができる。次に掲げる
場合においても同様である。
　 1．建築計画の施工が，第 71条第 6項及び第 7項の規定に違反して開始さ
れる場合
　 2． 工事施工において，
a ) 許可を要する建築計画の施工内容が，許可を受けた建築申請書類の内
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容と異なるかたちで行われているとき
b ) 許可を要しない建築計画の施工内容が，提出された書類の内容と異な
るかたちで行われているとき
　 3．第 17条第 1項の規定に違反し，CEマーク又は Üマークが表示されて
いない建築用製品が使用されているとき
　 4．不正に CEマーク（第 17条第 1項第 1段第 2号）又は Üマーク（第 22
条第 4項）が表示されている建築用製品が使用されているとき
(2)　許容されない建築工事が書面又は口頭によりなされた中止命令に従わず
に続行される場合は，建築監督官庁は建設現場を封印し，又は建設現場に
置かれている建築用製品，建築工具，建設機械及び建築補助具を職権によ
り差し押さえることができる。
第 79条　施設の除却，使用の禁止
施設が公法上の規定に違反して建設され，又は改修されるときは，建築監督
官庁は，他の方法では，合法的な状態とすることができないときは，施設の全
部又は一部の除却を命ずることができる。施設が公法上の規定に違反して使用
されるときは，当該使用の中止を命ずることができる。
○行政裁判所法
第 80条
(1)　異議申立て及び取消訴訟の提起は，執行停止効を生ずる。形成的及び確
認的行政行為並びに二重効果的行政行為（80a条）についても同様である。
(2)　執行停止効は，次の各号に掲げる場合に限り生じない。
　 1．～ 3．( 略 )
　 4．当該行政行為をした，又は異議申立てについて裁断する権限を有する
行政官庁が，公共の利益又は関係人の優越する利益のために，特に即時
の執行を命じた場合　第 2段（略）
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(3)　前項第 4号の場合においては，行政行為の即時の執行に係る特別の利益
を，書面により理由提示しなければならない。行政官庁が切迫した危険，
特に生命，健康又は財産に対する侵害のおそれがあるため，予めそのよう
に明示された緊急措置を公共の利益のために講ずる場合には，特別の理由
提示をする必要はない。
(4) ～ (8)（略）
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○　参考資料１：デュ市の違法屋外広告物撤去命令書＆強制金戒告
2013.09.12
○○通り 2の土地上の建物
当該建物における，現行州建築法の違反
秩序命令
名宛人殿
ここに当方は，貴殿に対し，○○通り 2に所在する建物に掲出されている屋
外広告物で，後掲写真において着色マーキングしたものを撤去するよう命ずる。
対象物件 1　　当該建物 2階の 6箇所の窓に貼付掲出されている屋外広告物
（写真上 Pos.1と表示されているもの）
対象物件 2　　当該建物 2階のバルコニー格子柵に掲出されている横断幕広
告物（写真上 Pos.2と表示されているもの）
貴殿が，この命令の送達後遅くとも 2週間以内にこの命令を全く，又は十分
なかたちで履行しないときは，当方は貴殿に対し，撤去されていない横断幕広
告物及び各窓に掲出されている屋外広告物 1件ごとに 100ユーロの強制金を課
すことを戒告する。
この秩序命令については，即時の執行を命ずる。
理由：
2013年 6月 4日に，当方は現地見分によって上掲の屋外広告物が○○通り 2
の建物に掲出されていることを確認した。
建築施設，設備等の建設，改修，用途変更及び除却については，建築許可を
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得なければならない（ノ・ヴェ州建築法 63条 1項及び 1条 1項 2段）。しかし
ながら，本件においては，建築法上の許可申請もなされておらず，許可もなさ
れていない。それゆえ，当該屋外広告物は形式的に違法である。この事実関係
については，当方は貴殿に対し 2013年 6月 11日付けの文書により聴聞を行っ
ている。その後，当方は，弁護士△△氏からの 2013年 7月 8日付けの書面を受
領したが，それによれば，貴殿は当該窓に掲出された屋外広告物を前賃借人か
ら引き継いだとのことであった。また，横断幕についても，同様に，印刷され
ていない状態でもともと設置してあったとのことである。この横断幕は，目隠
しのために必要であり，その後□□氏が貴殿に対しこの横断幕に広告を印刷す
ることを認めたとしている。しかしながら，これについての許可申請はなされ
ていない。
しかし，なされるべき許可申請を詳細に審査しても，これらの既掲出の屋外
広告物は明らかに許可しえないものである。その理由は，それらが州建築法 13
条 2項の規定に違反しているからである。既に当該建物に許可を得て掲出され
ている屋外広告物に加えての，当該 6つの窓に掲出された屋外広告物及び横断
幕印刷広告物は，上掲の規定によって禁じられている「屋外広告物の阻害的な
集積」をもたらすものである。
このことは，既に前掲の文書により，貴殿に対して告知されている。2013年
7月 8日の□□氏との電話で，これらの屋外広告物を許可しうるレベルまで減ら
して許可申請すべきことを内容とする当方の提案を提示した。当方は，2013年
7月 31日付けの文書で，再度□□氏にこのことを提示し，貴殿に無許可屋外広
告物を撤去する機会を与えた。しかしながら，それは，現在に至るまで実現さ
れていない。
建築監督官庁は，公共の安全や秩序に対する危険を防止し，公共の安全又は
秩序に対する阻害を除去することを任務とする（州建築法 61条 1項 1-2段及び
州秩序官庁法 14条）。
判例及び学説によれば，前掲の規定（州建築法 13条 2項）の違反は，公共の
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安全に対する危険又は阻害と認められる。当方に認められた裁量の範囲内にお
いて，当方はこの秩序命令を決定した。
当該屋外広告物は，形式的に違法であるので，命ぜられた措置内容は必要で
あり，相当である。判例法及び当方に認められた裁量により，当該屋外広告物
が形式的に違法なものであれば，その撤去を命ずることができる。
さらに命ぜられた措置内容は，当該命令を履行することによる公共の利益が
貴殿の私的利益を凌駕しているので相当である。加えて，上掲の違反に対する
行政介入は，建築法の秩序維持機能を実現するものである。
当該措置内容は，貴殿が当該建築施設の状況に責任のある実際上の支配力を
有する者であることから，貴殿に向けられている（州秩序官庁法 18条 2項）。
強制金の戒告は，現行の州行政執行法 55～ 65条に基づいてなされたもので
ある。
即時の執行の命令は，1960年 1月 21日公布の現行の行政裁判所法 80条 2項
4号に基づいてなされたものである。同命令は，貴殿が現行の建築法を無視して
いることから，貴殿に対し要求されるべきものである。
当該屋外広告物は形式的に違法なものであるから，公共の安全に対する危険
が生じている。
形式的に違法な屋外広告物の撤去は，建築監督官庁による即時の執行の命令
により，合法的に命令することができる。なぜなら，そうしないと，許可が得
られて初めてその建築計画を実現して法を遵守する市民の方が，不当なかたち
で不利な立場に置かれるからである（同旨：デュッセルドルフ行政裁判所 1989
年 9月 29日決定，4L 1364/89）。
さらにいえば，即時の執行は，次の観点からも，過剰ではない。すなわち，
実質的な損失なく撤去された屋外広告物も，場合によって建築監督上の許可が
得られれば，何の問題もなく再掲出できるのである。
しかしながら，もし訴訟が提起されて執行停止効が生ずれば，公共の安全に
対する危険の適時の回避をなしえなくなってしまう。この理由から，この決定
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の確定力が生ずる以前にその執行を行うことが特別の公共の利益に資すること
になる。
法的救済の教示：
この通知に対しては，その送達後 1月以内に，訴訟を提起することができる。
この訴えは，デュッセルドルフ行政裁判所（バスティオン通り 39，40213　デュッ
セルドルフ又は郵便私書箱 200860, 40105 デュッセルドルフ）に書面で，又は裁
判所事務課書記官による口述記録若しくは 2012年 11月 7日公布（GV. NRW 
S.548）のノ・ヴェ州行政裁判所及び財政裁判所における電子的手続規則（行政・
財政裁判所電子手続規則）　に基づいて電子的方式により提起しなければならな
い。
書面により訴えを提起するときは，出来る限り 3通の訴状を提出しなければ
ならない。
当方は，貴殿に注意しておくが，訴訟の提起は，即時の執行の命令により執
行停止効を生じない。貴殿が，訴訟提起の権利を行使するにおいては，貴殿は，
デュッセルドルフ行政裁判所，バスティオン通り 39，40213　デュッセルドルフ
に，執行停止効の回復を，書面により，又は行政裁判所事務課の書記官による
口述記録により，申し立てることができる。
違法屋外広告物の撤去又は違法状態の解消に関する命令については，現行の
一般行政手数料令の手数料番号 2.8.2.1により，手数料が徴収される。手数料に
ついては，別添の手数料通知を参照されたい。
敬具
市長に代わり
責任者名
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【本件違法屋外広告物の掲出状況】
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参考資料 2：デュ市の封印書（見本：地の色は，オレンジ）
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○　参考資料３：デュ市建築監督課組織図
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○　参考資料４：ノ・ヴェ州公行政専門大学・行政職官吏養成課程スケジュール表
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○　参考資料５：エ市の封印書（見本：地の色は，赤）
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○　参考資料６：チュ州公行政専門大学・行政職官吏養成課程スケジュール表
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○　参考資料７－１：チュ州公行政専門大学・行政職官吏養成課程カリキュラム概括表その１
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○　参考資料７－２：チュ州公行政専門大学・行政職官吏養成課程カリキュラム概括表その２
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参考資料８－１：チュ州公行政専門大学・行政職官吏養成課程シラバス/１（行政執行法関係）
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○　参考資料８－２：チュ州公行政専門大学・行政職官吏養成課程シラバス/２（秩序違反法関係）
ドイツ諸州の行政上の義務履行確保運用及び行政執行体制に関する調査研究報告（4）
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○　参考資料９－１：チュ州公行政専門大学における講義風景 /１
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○　参考資料９－２：チュ州公行政専門大学における講義風景 /２
ドイツ諸州の行政上の義務履行確保運用及び行政執行体制に関する調査研究報告（4）
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○　参考資料９－３：チュ州公行政専門大学における講義風景 /３
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○参考資料10：ベルリン州（市）ト・ケ区の費用事前納付命令付き代執行の決定
2012.XX.YY（：日付マスキング）
戒告された代執行の決定及び費用前払命令
土地：    2012年 XX月YY日（日付マスキング）付け
ベルリン市（：詳細マスキング） 命令及び強制執行手段戒告
名宛て人殿
欠陥の改修命令は，上掲のとおり，当該文書により命ぜられた。
当該命令は，これまでの間に不可争力を得た。貴殿に与えられた履行期間は
経過した。
当方は，貴殿が当該命令に従わない場合には，行政執行法 6条，9条，10条及
び 13条に基づき，強制手段として代執行を適用することを戒告した。
この間において，当方は専門業者から代執行費用の詳細な見積もりを得た。
それによれば，必要な作業に要する費用額は，8,000ユーロとされている。これ
に加えて，場合によっては地下室の扉の解錠費用が加算される。その理由は，
担当の区煙突掃除人親方○○氏によれば，賃貸人は当該暖房用ボイラー室の鍵
を所持していないからである。この解錠費用は，約 100ユーロと見積もられる。
行政執行法 14条により，当方は，次の費用概算見積額により，貴殿に対し代
執行を決定する。
8,100 ユーロ
貴殿は，この概算見積額をこの通知の送達から 4週間以内に，当方の区会計
局に事案番号及び振込番号を明示して，ベルリン市貯蓄銀行の指定口座に振り
込まれたい。もし，貴殿がこの命令に従わないときは，当方は，上掲額を強制
的に徴収する。
作業の実施上，暖房設備を数日間にわたり運転停止させる必要があるため，
ドイツ諸州の行政上の義務履行確保運用及び行政執行体制に関する調査研究報告（4）
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当方は，暖房稼働時期の終了後に欠陥を改修し，欠陥リストに基づいて貴殿の
費用負担により作業を実施する。
当該作業の実施に際して，欠陥の改修と直接的に関係する作業が必要となっ
た場合には，それらの作業も併せて実施される。これにより生じた費用のすべ
ては，行政執行法 10条により貴殿が負担する。官庁は，行政執行法 13条 4項
により，代執行により，戒告において暫定的に見積もられた費用よりも多額の
費用が生じた場合には，当該超過分を事後請求する権限を有する。当該費用は，
行政執行法 19条により徴収される。
（貴殿によって）欠陥が適正に改修されたときは，行政執行法 15条 3項により，
強制執行は中止される。
しかしながら，この通知の送達から 1週間が経過した以降に当方において生
じた費用は，貴殿の負担となる。
法的救済の教示
この通知に対しては，異議申立てをすることができる。異議申立ては，この
通知の送達後 1月以内に，ベルリン州（市）ト・ケ区建設・都市開発・環境課
建築・住宅監督班：郵便私書箱 910240, 12414 ベルリン宛てに書面で，又は上掲
の庁舎における口述記録により行うことができる。書面による異議申立てにお
いては，異議申立期間は当該異議申立てがその期間内に到達した場合にのみ付
与されることを申し添える。
手続の迅速化のため，異議申立てを行う場合には，正副 2通の異議申立書を
提出することを勧める。
2012年 XX月 YY日（日付マスキング）付けの命令及び 2012年 XX月 YY日
（日付マスキング）付けの強制執行手段の戒告がいずれも不可争力を得ているの
で，強制執行手段―本件では代執行―の決定のみを，当該決定自身の違法性の
みを主張して争うことができる。
行政裁判所法施行法 4条により，法的救済（異議申立て）は，それが行政上
の強制執行に係る措置に対するものである限りにおいては，執行停止効を生じ
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させない。すなわち，命ぜられた強制執行措置は，この決定に対し異議申立て
が提起された場合においても，実施される。
貴殿は，当方に 4 週間以内に，当該欠陥を当方に 2013年 XX月 YY日（日付
マスキング）までに改修することを委託された業者も含めて通知することによ
り，なお代執行を回避することができる。その場合には，費用の事前支払いは
不要となる。
敬具
市長に代わり
責任者名
根拠法令
1953年 4月 27日公布の行政執行法（BGBl. I S. 157/ GVBl. S. 361）：最新改正
2009年 7月 29日公布の法律第 4条（BGBl. S. 2258）
1992年 6月 20日新公布の行政裁判所法施行法（GVBl. S. 162）：最新改正
2007年 12月 20日公布の法律第 2条
【事後的事実関係に関する追記：追加照会に対する回答】
本件の義務者は，最終的に本件改修命令には従わなかったため，代執行が実
施された。代執行費用については，所管する会計局によって，義務者の資産の
差押えがなされたが，その額は，某業者によって費用見積額として提示された
4,500ユーロとされた。この額は，前掲の概算費用見積額（通常，2～ 3の業者
から見積徴取）と大きく乖離しているが，建築・住宅監督班長はこのような乖
離が生じるのは例外的であるとしている。当該作業の実施は，行政庁により当
該業者に委託された。代執行費用の決算額は，約 4,072ユーロとなり，この額で
行政行為としての支払命令がなされた。これにより生じた差額は，義務者に還
付された。
